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はじめに 

 

 米田 真一 

（群馬県相談支援専門員協会理事長・群馬県障害者自立支援協議会副会長） 

 

 令和６年度は、厚生労働省が策定する第７期障害福祉計画および第３期障害児福祉計

画の初年度であり、これまでの取り組みを着実に進める一方、新たな目標へ向けて機敏

な動き出しが求められる年でした。また障害者総合支援法改正に伴う障害福祉サービス

報酬改定等により、制度の変化への対応も求められました。 

そのような中、県障害者自立支援協議会は、全体会議、打ち合わせ会議（市町村障害

者自立支援協議会から提起された課題を話し合う会議）、アドバイザー会議（市町村の

協議会の助言指導および相談支援における人材育成と質の向上を目指すための相談人材

支援育成支援の活動推進の会議）の３つを中心に、障害福祉の体制整備に取り組んでき

ました。この他、検討内容を絞った協議会として、「退院促進支援」、「強度行動障害

支援」、「施設等人材育成充実」といったサブ協議会を組織しており、より専門的な議

論を進めてきました。 

特に、令和６年度の報酬改定で新設された、強度行動障害を有する児者への集中的支

援の枠組みについては、各協議会で様々なご意見をいただきながら検討を重ね、県の支

援の方向性を決定しました。前橋市、高崎市との支援の協働体制が構築され、集中的支

援における助言や支援人材の育成を担う「広域的支援人材」の確保と運用開始につなが

りました。 

 また障害者が地域で安心して生活を送れるように緊急時の対応や地域移行への推進を

担う地域生活支援拠点等の整備が、令和６年４月より市町村の努力義務となりました。

既に群馬県では令和３年度までに県内の全市町村で整備されていましたが、形骸化を懸

念する声も聞かれたため、打ち合わせ会議では、各市町村が取組を進める上での後方支

援の一環として、各地域の地域生活支援拠点等の整備状況や課題の共有を行いました。 

本協議会は、これまで国の示した方針に基づいた政策の提案や課題の共有を行うこと

で市町村協議会との連携を図ってきました。令和７年１０月からは新たな障害福祉サー

ビスである就労選択支援が始まり、雇用施策とも連携した支援が必要になります。この

他にも、意思決定支援や地域移行の推進、相談支援体制の充実・強化、障害児支援体制

の整備等、様々な課題がありますが、その解決に向けてポイントになるのは県と地域が

いかに連携できるかということです。 

このような中、連携にあたってリーダーシップを発揮し、県全体の障害者福祉の増進

に向けて地域を牽引していくことが本協議会の役割であると考えられます。 

今後も地域の個別課題を吸い上げ、本協議会において慎重な議論を重ね、現場の実情

に沿った共生社会の実現に資する取り組みを地域に還元していきたいと思います。 
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１ 群馬県障害者自立支援協議会の概要     

 

 目 的  

 障害のある人が地域社会の中でより豊かに安心して暮らすための地域生活支

援の推進に資するため、障害者等への支援体制の整備及び県全域の相談支援体制

の構築に向け、主導的役割を担う協議の場として設置している。 

 

 活動内容  

・ 自立支援協議会では、障害のある人に対する支援体制の整備や充実等に資す

るための協議や検討を行っており、「全体会議」では、市町村協議会から提出

された課題等について、専門的・広域的な検討が必要なテーマについて協議を

行った。 

・ また、継続的に検討が必要な課題等については「アドバイザー会議」や「サ

ブ協議会」において協議を行っている。 

・ このほか、地域生活支援拠点等の機能強化や相談支援専門員不足の実態等に

ついて意見交換を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 構 成 員  

・ 相談支援事業、障害福祉サービス事業の従事者又は管理者、保健・医療・福

祉・雇用・教育等の関係者、障害者関係団体の代表者、学識経験者、市町村障

害福祉担当の代表者、関係行政機関の職員等 

■ 県障害者自立支援協議会では、次の事項について協議を行うこととしています。 

① 各地域の相談支援体制の状況把握、評価及び整備方策の助言等 

② 地域における関係機関のネットワーク構築の支援 

③ 地域における障害者等への支援に関する課題の情報共有 

④ 地域生活を支援するためのサービスや施設、その他社会資源の活用・充実等 

⑤ 相談支援従事者等の人材育成・研修のあり方 

⑥ 専門的分野における支援方策 

⑦ 県障害福祉計画の作成及び具体化に関すること 

⑧ その他、協議会が必要と認めること 
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小澤 　温
筑波大学大学院・人間総合科学学術院
リハビリテーション科学学位プログラム

会長

令和６年度群馬県障害者自立支援協議会名簿

（令和７年３月３１日現在）

氏　　名 所　属　・　役　職　等 備考

米田　真一 特定非営利活動法人　群馬県相談支援専門員協会・理事長 副会長

眞下　宗司 群馬県身体障害者施設協議会・会長

若井　隆弘 公益社団法人群馬県知的障害者福祉協会・副会長

半田　卓穂
特定非営利活動法人
群馬県精神障害者社会復帰協議会・副理事長

江村　恵子 一般社団法人群馬県手をつなぐ育成会・会長

小川　悦子 群馬県精神障害者家族会連合会・副会長

金井　正敏
特定非営利活動法人コミュニティワークスたかさき
障害者サポートセンターなかい・管理者兼主任相談支援専門員

平井　まなみ
公益社団法人群馬県身体障害者福祉団体連合会
日本心臓ペースメーカー友の会群馬県支部・副支部長

中村　建児 一般社団法人群馬県社会就労センター協議会・会長

佐藤　あゆみ
社会福祉法人かんな会
障害者就業・生活支援センタートータス・所長

梅澤　正樹 厚生労働省群馬労働局職業安定部職業対策課・地方障害者雇用担当官

伊藤　隼人
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構群馬支部
群馬障害者職業センター・主任障害者職業カウンセラー

星野　弘美 一般社団法人群馬県社会福祉士会

上原　ひとみ 群馬県教育委員会特別支援教育課・次長

大野　克弥 群馬県病院局精神医療センター・医長

中嶋　寛之 安中市保健福祉部福祉課・課長

碓井　由果 榛東村健康保険課・課長
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２ 全体会議                 

 

 

 開催状況（概要）  

期 日 主 な 内 容 
 
 【第１回】 
 Ｒ６.７.２９（月） 

 

 

・第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画の取組に

ついて 

・市町村障害者自立支援協議会からの課題等について 

・地域生活支援拠点等に係る取組及び課題について 

・強度行動障害を有する児者への集中的支援の実施体制の

整備について 

 
 【第２回】 
 Ｒ７.３.２５（火） 

 

 

・市町村協議会における課題等について 

・県障害者自立支援協議会の活動状況について 

・強度行動障害を有する児者への集中的支援の実施体制の

整備について 

 

 

 主な取組・成果  

・ 市町村協議会から出された課題や、地域生活支援拠点に係る取組等について

共有した。 

・ 市町村及び県の第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画に関する取組状

況等の情報共有を図った。 

・ 強度行動障害を有する児者への支援体制の整備に向けて情報共有を図った。 
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３ 打ち合わせ会議              

 

 目的・構成等  

（目的） 

各市町村協議会から提出のあった地域における課題等について、全体会議で検

討すべき課題を検討・整理するとともに、各市町村協議会の取組状況等について

情報交換等を行う。 

（検討内容） 

・ 市町村協議会や県障害者自立支援協議会サブ協議会で検討されている課題の

うち、全体会議で検討すべき課題の抽出 

・ 市町村協議会同士の情報交換、情報共有など 

（構成員） 

・ 市町村協議会事務局 

・ 市町村協議会支援アドバイザー 

・ 群馬県障害政策課 

 

 開催状況（概要）  

期 日 主な内容 
  
【第１回】 

 Ｒ６.７.８（月） 
 

・第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画の取組に

ついて 

・地域生活支援拠点等に係る取組及び課題について 

・市町村障害者自立支援協議会からの課題等について 
 
【第２回】 

 Ｒ７.２.１７（月） 
 

・状態の悪化した強度行動障害児者に係る集中的支援の実

施について 

・相談支援体制の充実・強化について  

・地域生活支援拠点等について 

・相談支援従事者研修ファシリテーター推薦方法の変更に

ついて 

・市町村障害者自立支援協議会からの課題等について 
 

 主な取組・成果  

・ 市町村協議会から出された課題について情報交換・意見交換を行い、県障害

者自立支援協議会全体会議に諮るべき課題を整理した。 

・ 地域生活支援拠点等の取組に関する情報共有を図った。 
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Ⅱ サブ協議会 
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１ 退院促進支援部会 
 

 目的・構成等  
 

① 目的 

精神障害者の地域移行の推進を図るとともに、精神障害者地域移行支援事業等（※）の課題

検討・調整を行い、事業の円滑な実施を図る。 

 

② 検討内容 

精神障害者の地域移行の推進に係る課題等の協議を行う。 

 

③ 構成員 

・ 相談支援事業所 

・ 群馬県精神障害者家族会連合会 

・ 精神科病院 

・ 群馬県精神障害者地域移行支援事業の受託事業者 

・ 市町村 

・ 保健福祉事務所 

・ 群馬県こころの健康センター 

・ 群馬県障害政策課 

 

 
 

 

 開催状況（概要）  

 

期 日 主 な 内 容 

【第 1回】 

令和 6年 12月 24日（火） 

・入院者訪問支援事業について 

・精神障害者の地域移行の推進に係る取組について 

【第 2回】 

令和 7年 3月 19日（水） 

・群馬県精神障害者ピアサポート活用事業・群馬県入院者訪問支

援事業の実績について 

・「精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築支援事

業」次年度の取組方針について 

計 2回  

 

 

※【精神障害者地域移行支援事業等】 

・ ・ピアサポート活用事業 

地域で暮らす精神障害者をピアサポーターとして養成、精神科病院を訪問して入院患者と交流

することにより、入院患者の地域生活における不安を解消し退院意欲の喚起を図る。 

・ ・精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築事業 

精神障害の有無や程度にかかわらず、誰もが安心して自分らしい生活を送るため、保健、医療、

福祉の関係者等が重層的に連携したシステム構築の推進を図る。 
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 主な取組  

(1) 精神障害者ピアサポート活用事業 

事 業 名 回 数 人 数 備 考 

ピアサポーター 

養成研修 
1回 

修了者 

17人 

日時：令和 6年 6月 21日、7月 5日、7月 12日 

講師による講義、ピアサポーターによる発表、先

輩ピアサポーター・支援者とのグループワークに

より、ピアサポーターの新規養成を行った。 

ピアサポーター 

スキルアップ 

研修 

1回 
受講者 

延 64人 

日時：令和 6年 9月 6日、9月 13日 

養成講座修了者のうち、受講後に活動をしていな

いピアサポーターに対して、グループワークやロ

ールプレイを通してスキルを高める研修を実施し

た。（ピアサポーター延 41人、支援者 23人） 

※両日参加のピアサポーターは 12人。 

ピアサポーター 

スーパーバイズ 

研修 

1回 
受講者 

延 22人 

日時：令和 6年 9月 20日、9月 27日 

養成講座修了者のうち、既にピアサポート活動に

取り組んでいるピアサポーターに対して、グルー

プでのディスカッションにより仲間同士でのスー

パービジョンを行う研修を実施した。2回とも参

加できる方を対象に参加者を募った。 

（ピアサポーター5人、支援者 6人） 

支援者研修 

（事業説明会） 
1回 

受講者 

30人 

日時：令和 6年 6月 7日 

ピアサポーター養成研修への参加を予定している

事業所の職員を対象として、現在活動している事

業所の発表を通して、ピアサポート活用事業につ

いて知ってもらう研修（説明会）を実施した。 

支援者研修 

（ネットワーク 

構築事業） 

1回 
受講者 

8人 

日時：令和 7年 3月 5日 

医療・福祉関係者、行政職員等でピアサポート活

用事業に関わっている支援者、活動を検討してい

る支援者を対象として、情報交換やネットワーク

構築を目的とした研修を実施した。 

精神科病院 

入院患者との 

病院交流会 

（グループ） 

30回 
交流患者

187人 

交流先病院：上毛病院（11回）榛名病院（6回） 

西毛病院（11回）三枚橋病院（2回） 

入院患者の不安を払拭し、退院への意欲を喚起す

るため、精神科病院の入院患者とピアサポーター

との交流会を開催した。（ピアサポーター113

人） 

精神科病院 

入院患者との 

病院交流会 

（個別訪問） 

1回 
交流患者 

1人 

交流先病院：中之条病院（1回） 

入院患者個人や病院職員からの希望に応じて、ピ

アサポーター1名が入院患者 1名を個別に訪問

し、地域移行に向けた動機付けにつながる支援を

行った。 
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事業所での 

実習生受入 
33回 

参加者 

延 213人 

実習生 

延 93人 

日時：令和 6年 7月～令和 7年 2月 

看護学生の実習を受け入れている事業所におい

て、ピアサポーターがリカバリーストーリーの発

表や質疑応答を行い、学生向けの普及啓発を行っ

た。（ピアサポーター84人） 

シンポジウムの 

開催 
1回 

会場参加者

135人 

 

YouTube 

接続数 

105件 

日時：令和 6年 12月 6日 

「ピアとリカバリーを考える Vol.12～」 

第 1部：年金に関するミニ講座「いつもは聞けな

いおカネの話」 

第 2部：トークリレー 

エンディング：会場の方々で合唱 

シンポジストや司会等、ピアサポーターの活躍の

場の 1つとなった。（ピアサポーター30名） 

ピアサロンの 

開催 

（事業所主催） 

6回 
参加者 

延 136人 

ピアサポーター同士の交流、情報交換を目的とし

て、異なる事業所で活動するピアサポーター同士

の交流会を、活動する事業所単位で開催した。 

（当事者：延 50人、ピアサポーター：延 56人） 

ピアサロンの 

開催 

（事務局主催） 

3回 
参加者 

延 118人 

第 1回・2回の Zoom開催では、それぞれのリカバ

リーについて対話を行った。第３回では「ほっと

一息（安心感）みんなで夢や希望・苦難を語り会

おうぜ支え合おうぜ」というテーマでピアサロン

を催した。 

（当事者：延 21人、ピアサポーター：延 51人） 

冊子の作成 1回 
印刷数 

800部 

県内のピアサポート活動を広く知ってもらうた

め、ピアサポーター、支援者（医療・福祉関係

者）に原稿を依頼し、冊子「STORY2」を作成し

た。（令和 7年度に関係機関へ発送予定） 

ピアサポーター 

の講師派遣 
3回  

①地域連携研修会「木漏れ日の会」 

利根中央病院にて、ピア活動事業の説明を行っ

た。（ピアサポーター2名） 

②第 28回北関東精神看護学研究会           

語ろう！『～今、現場でできること～ピアサポ

ーターのリカバリーストーリーを聞いて』 

リカバリーストーリーの発表を行い、ディスカッ

ションに参加した。（ピアサポーター3名） 

③群馬医療福祉大学 社会福祉学部での講演 

大学２年生 13名を対象に、リカバリーストーリー

の発表と、学生とのグループワークを行った。

（ピアサポーター2名） 

DVD の貸出 2 回  

事業所の依頼に応じて、過年度に作成した動画（ピ

アサポーター2 名へのインタビュー、ピアサポータ

ーが地域での生活について紹介する動画）の貸出を

行い、支援者への普及啓発を行った。 
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(2) 精神障害者のアパート入居促進に係る普及啓発 

精神障害者の入居を受け入れる賃貸物件を増やすために、不動産関係者に精神障害について

の正しい理解を持ってもらい、精神障害者の入居に係る不安を解消するための講演を行った。 

日 時：令和 6年 10月 19日（土） 13：10～13：25（15分） 

講 師：社会福祉法人共同福祉会 理事長 

場 所：ホテルグランビュー高崎 

参加者：賃貸物件のオーナー、管理業者等（定員 70人程度） 

内 容：精神障害者の住まいの確保支援についての情報提供 

 

(3) 市町村・圏域における「保健・医療・福祉関係者の『協議の場』」への支援 

① 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」構築支援研修会（基礎編）の開催 

異動等により新たに担当となったばかりの「協議の場」構成員を主な対象として、「精神障害

にも対応した地域包括ケアシステム」に関する基礎的な知識を学び、今年度の取組に活かし

てもらうための研修を開催した。 

日 時：令和 7年 7月 22日（月）～令和 7年 8月 21日 

場 所：オンライン 

対象者：各市町村・圏域「保健・医療・福祉関係者の『協議の場』」の構成員 

各市町村において、精神保健に関する相談支援業務にあたっている方 

内 容：精神保健医療福祉総論、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの基礎、 

「協議の場」の取り組みの進め方等に関する動画研修 

 

② 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」構築支援研修会（実践編）の開催 

県内の「協議の場」設置は進んだものの、開催ができていない地域や、開催していても「何

をしてよいか分からない」と困っている地域が多かったため、令和 5 年度に引き続き「協議

の場」参加者が集まって講義や事例報告を聞き、グループワークに取り組む研修を開催した。 

日 時：令和 7年 1月 28日（水） 13：30 ～ 16：30 

場 所：オンライン（市町村・圏域ごとに「サテライト会場」を設置） 

参加者：114人（12ヶ所の「協議の場」の構成員が参加） 

内 容：群馬県における「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」構築推進に向けた 

取組についての行政説明、事例報告、グループワーク 

 

③ 市町村・圏域に対する個別の支援 

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築支援事業」により、県として密着アド

バイザー（3名）を選定し、各市町村・圏域で「協議の場」を開催する際に、地域からの依頼

に応じて派遣を行った。 

 

(4) 入院者訪問支援事業 

令和 4 年度の精神保健福祉法の改正により法定事業として位置づけられた「入院者訪問支援

事業」について、退院促進支援部会で事業の説明、意見交換を行った。令和 7 年度の本格的

実施に向け、令和 6年度にはモデル的に 1件の派遣を実施した。 

 

 

 今後の取組  

・ 精神障害者を受け入れる賃貸物件を増やすための取組として、さらに住宅部局と連携し、住

宅関係者（賃貸物件を管理する大家等）に対する啓発を行う。 

・ 多くの入院患者がピアサポーターと交流できるよう、病院交流会を活用する精神科病院を増

やすため、ピアサポート活用事業の普及啓発を行う。 

・ アドバイザーの活用、研修会の開催等を通して、市町村・圏域における「協議の場」の取組

を引き続き支援する。また、「協議の場」への当事者・家族の参画を促進する。 

・ 入院者訪問支援事業について、本格的実施に向けた準備を進めていく。 
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２ 施設等人材育成充実            

 

 目的・構成等  

（目的） 

  障害福祉サービス事業所の中核的存在であるサービス管理責任者及び児童発

達支援管理責任者（以下、サービス管理責任者等）について、人材育成や連携体制 

の整備を図るため、課題や必要な支援等の検討を行う。 

 

（検討内容） 

  サービス管理責任者等の人材育成・研修のあり方に関することや、関係機関と 

 の連携、その他施設職員のスキルアップに関することについて課題を把握し、必 

 要な対策を協議する。 

 

（構成員） 

 ・ 相談支援事業所（相談支援従事者指導者養成研修修了者） 

 ・ 障害福祉サービス事業所 

 ・ 児童福祉法サービス事業所 

 ・ 群馬県社会福祉協議会 

 ・ 群馬県障害政策課 

 

 開催状況（概要）  

    期 日 主 な 内 容 
 【第１回】 
  Ｒ６.７.３（水） 

 

 

 

 

・ サービス管理責任者等研修の講師等について 
・ サービス管理責任者等基礎研修について 
・ サービス管理責任者等実践研修について 
・  サービス管理責任者等更新研修について 
  
・  事前課題の取扱いについて 

                                         
                    など 

 【第２回】 
  Ｒ７.３.３（水） 
          

 

 

 

・ サービス管理責任者等基礎研修の実施結果について 
・ サービス管理責任者等更新研修の実施結果について 
・ サービス管理責任者等実践研修の実施結果について 
・ 来年度の研修のスケジュールについて 
・ 事前課題の取扱いについて 
 
                         など 

計２回  
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 主な取組  

 ・「令和６年度群馬県サービス管理責任者等基礎研修」の実施方針の決定 

 ・「令和６年度群馬県サービス管理責任者等実践研修」の実施要領、カリキュラ 

ム、実施方針の検討 

 ・「令和６年度群馬県サービス管理責任者等更新研修」の実施要領、カリキュラ 

ム、実施方針の検討 

・研修の講師、補助講師人数、開催スケジュール等を検討 

 ・サービス管理責任者研修における指定研修導入の検討について  

・研修実施状況は下表のとおり 

 

 今後の取組  

・各研修の講師候補の選定、研修スケジュールの確定。 

・研修を実施した結果の振り返りを行い、研修体制の見直しを行う。 

・令和６年度から必須となったスーパービジョンの演習について、実施結果の振

り返り及び、方法等の見直しを行う。 

   

研修名 日程 日程 修了者数

サービス管理責任者等基礎研修 A日程 令和6年9月19日（木） 64名

B日程 令和6年10月2日（水） 63名

C日程 令和6年10月8日（火） 65名

D日程 令和6年10月17日（木） 65名

257名

サービス管理責任者等実践研修 A日程
令和6年10月29日（火）
令和6年10月30日（水）

56名

C日程
令和6年11月14日（木）
令和6年11月15日（金）

59名

D日程
令和6年12月5日（木）
令和6年12月6日（金）

57名

172名

サービス管理責任者等更新研修 A日程
令和6年12月12日（木）
令和6年12月13日（金）

44名

B日程
令和6年12月17日（火）
令和6年12月18日（水）

52名

E日程
令和7年2月18日（火）
令和7年2月19日（水）

49名

145名

計

計

計
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３ 強度行動障害児者支援 

 

 目的・構成等  

（目的） 

強度行動障害児者が心身の状況に応じた必要な支援を受けるとともに、適切な

障害福祉サービスにつながり、安心した生活を営むことができるよう、障害福

祉、医療、教育等の分野において、関係機関の情報共有や施策を検討する。 

（協議事項） 

一 強度行動障害児者の支援の課題や情報の共有に関すること 

二 強度行動障害児者の入所調整の仕組みに関すること 

三 強度行動障害児者の地域生活を支援するためのサービスや施設、その他の社

会資源の活用等に関すること 

四 強度行動障害児者支援者養成研修に関すること 

五 その他強度行動障害児者の支援に必要な事項 

（構成員） 

一 学識経験者 

二 医療 

三 当事者団体 

四 障害福祉サービス事業者（入所・通所） 

五 基幹相談支援センター 

六 教育 

七 専門機関 

八 行政 

 

 開催状況（概要）  

    期 日 主 な 内 容 

 【第１回】 

  Ｒ６.４.２３（火） 

・ 令和６年度事業について 

 

 【第２回】 

  Ｒ６.１０.８（火） 

・ 集中的支援の実施体制について 

・ 令和７年度事業の方向性（案）について 

 【第３回】 

  Ｒ７.３.１９（水） 

・ 令和６年度事業の実施状況について 

・ 令和７年度事業について 

・ 中核的人材養成研修について 

計３回  
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 今後の取組  

令和７年度において、次の事業等を実施予定。 

１． 居住支援活用型を目指す事業所に対するコンサルテーションの実施 

２． 当事者を対象とした実地研修の開催 

３． 指導者育成のための研修受講支援 
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１ 市町村協議会支援             

 

 目的・構成等  

（目的） 

地域ネットワークの構築や仕組みづくりに関し広域的視点から検討し、地域に 

おける相談支援体制の整備推進を図る。 

（検討内容） 

・ 各市町村協議会の状況を把握し、支援の方向性を確認する。 

・ 各市町村協議会では解決できない広域的課題について把握し、必要に応じ、 

県障害者自立支援協議会打ち合わせ会議に報告する。 

（構成員） 

・ アドバイザー（相談支援体制整備事業業務委託事業者） 

・ アドバイザー（群馬県心身障害者福祉センター職員） 

・ 群馬県障害政策課   

 

 活動状況（概要）  

（１）アドバイザー派遣 

① 相談支援体制整備事業業務委託事業者   

② 群馬県心身障害者福祉センター職員     

（２）市町村協議会参加 

各市町村協議会の定例会、部会等に参加し相談支援ネットワークの構築や課  

題等について助言した。 

・ 相談支援体制整備事業業務委託事業者 

・ 群馬県心身障害者福祉センター職員 

 

（３）市町村協議会支援アドバイザー会議   

期 日 主 な 内 容 

【第１回】 

 Ｒ６.７.４(木)  

 

・ 令和６年度アドバイザー活動計画について 

・ 令和６年度（4/1～6/12）活動状況について 

・ 各自立支援協議会からの派遣要請について 

【第２回】 

 Ｒ６.１２.１６(月)  

・ 令和６年度（6/13～11/22）活動状況について 

・ アドバイザーの増員について 

・ 市町村協議会の支援について 
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【第３回】 

Ｒ７.３.１３(木)  

・ 令和６年度（11/23～3月）活動状況について 

・ アドバイザーの派遣について 

・ 児童発達支援と放課後等ディサービスの利用について 

・ ヘルパー事業所について 

・ 介護保険と福祉の狭間にいる 65歳のケースについて 

・ グループホームの対応について 

計３回  

 

 主な取組  

・各地域協議会の相談支援体制の充実・機能強化に向け他地域の協議会の情報提

供等により支援した。 

・各地域の地域生活支援拠点等について、拠点等が有する機能の強化・充実を支援

した。 

・ 圏域別活動実績（令和７年３月末日現在） 

 

圏域 活動回数（延べ） 

前橋 ６ 

渋川 ５ 

伊勢崎 ５ 

高崎安中 ６ 

藤岡 １ 

富岡 ７ 

吾妻 １２ 

沼田 １６ 

桐生 ８ 

太田館林 １１ 

合計 ７７ 

 

 今後の取組  

①  各地域協議会の相談支援体制の充実・強化を支援する。 

② 各地域の地域生活支援拠点等について、拠点等が有する機能強化・充実を支援

する。 
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２ 相談人材育成支援             

 

 目的・構成等  

（目的） 

  障害者等への相談支援が円滑に提供されるよう、相談支援を提供する者等又は 

これらの者に対し必要な指導を行う者を育成することにより、相談支援の質の向 

上を図るため、平成２６年４月に設置された（平成２４年４月設置の研修企画・ 

人材育成部会を再編）。 

（検討内容） 

  相談支援従事者等の人材育成・研修のあり方、研修実施等について検討を行う。 

（構成員） 

 ・ アドバイザー（相談支援体制整備事業業務委託事業者） 

 ・ 群馬県心身障害者福祉センター 

 ・ 群馬県こころの健康センター 

 ・ 群馬県障害政策課 

 

 開催状況（概要）  

期 日 主 な 内 容 

  

【第１回】 

 Ｒ６．４．１６（火） 

 

 

 

（１）令和６年度相談支援従事者等研修スケジュールについて 

（２）令和６年度相談支援従事者初任者研修について 

（３）令和６年度相談支援従事者現任研修について 

（４）ファシリテーターの選出について 

（５）令和６年度専門スキルアップ研修について 

（６）令和６年度指導者養成研修について 

 

【第２回】 

 Ｒ６．９．１１（水） 

 

 

（１）障害支援区分認定調査員研修について 

（２）市町村審査会委員研修について 

（３）相談支援従事者研修（初任・現任）の状況報告 

（４）専門コース別研修について 

（５）標準的資料について 

（６）令和７年度相談支援従事者等研修計画について 

（７）現任研修負担軽減策について 

 

 

【第３回】 

 Ｒ７．３．５（水） 

 

 

（１）各研修の状況報告（相談支援従事者研修（初任、現任）、専門コ

ース別研修） 

（２）令和７年度相談支援従事者等研修計画について 

（３）現任研修に係る負担軽減策について 

（４）令和７年度指導者養成研修について 

（３）令和７年度以降のアドバイザー報酬の精算方法（案）について 

 

計３回  
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 主な取組・成果  

相談支援従事者（初任者・現任・主任・専門コース別）研修及び障害支援区分

認定調査員研修等を実施し、県内の相談支援体制の整備を行った。 

   

 今後の取組  

・ 相談支援専門員の確保策を念頭とした人材育成、研修のあり方について検討を

行う。 

・ 各研修の実施結果の振り返りを行い、次年度の研修内容等の見直しを行う。 
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Ⅳ 参考資料 
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群馬県障害者自立支援協議会設置要綱

（名 称）
第１条 本会は、群馬県障害者自立支援協議会（以下「協議会」という。）という。

（目 的）
第２条 協議会は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成
１７年法律第１２３号）第８９条の３第１項に基づき、障害のある人が地域社会の中で
より豊かに安心して暮らすための地域生活支援の推進に資するため、障害者等への支援
体制の整備及び県全域の相談支援体制の構築に向け、主導的役割を担う協議の場として
設置する。

（委 員）
第３条 協議会は、次に掲げる者のうち、２０人以内の委員で構成する。
（１）相談支援事業、障害福祉サービス事業の従事者又は管理者
（２）保健・医療、福祉、雇用、教育等の関係者
（３）障害者関係団体の代表者
（４）学識経験者
（５）市町村障害福祉担当の代表者
（６）関係行政機関の職員等
２ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任
期間とする。

（会長、副会長）
第４条 協議会に会長、副会長を置く。
２ 会長は委員の互選により選出し、副会長は会長が指名する。
３ 会長は会務を総理し、協議会を代表する。
４ 副会長は会長を補佐し、会長に事故ある時は、その職務を代理する。

（協議事項）
第５条 協議会は、次に掲げる事項について協議を行う。
（１）各地域の相談支援体制の状況把握、評価及び整備方策の助言等に関すること。
（２）地域における関係機関のネットワーク構築の支援に関すること。
（３）地域における障害者等への支援に関する課題の情報共有に関すること。
（４）地域生活を支援するためのサービスや施設、その他の社会資源の活用及び充実等に

関すること。
（５）相談支援従事者等の人材育成・研修のあり方に関すること。
（６）専門的分野における支援方策に関すること。
（７）県障害福祉計画の作成及び具体化に関すること。
（８）その他、協議会が必要と認めること。

（会議）
第６条 協議会は会長が招集し、会長が議長となる。
２ 協議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、説明又は意見を
聴取できる。

（サブ協議会）
第７条 協議会は、第５条各号に掲げる事項についての専門的な調査又は検討、並びに特
定課題の解決に向けた協議を行うため、分野又は地域を定めてサブ協議会を置くことが
できる。

２ サブ協議会に関する事項は、別に定める。

（事務局）
第８条 協議会の事務局は健康福祉部障害政策課に置く。
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令和６年度群馬県障害者自立支援協議会活動イメージ

群馬県障害者自立支援協議会

全体会議（年２回開催）

〈メンバー〉

相談支援事業、障害福祉サービス事業の従事者又は管理者

保健、医療、福祉、雇用、教育などの関係者、障害者関係団体の代表者、

学識経験者、市町村障害福祉担当の代表者、関係行政機関の職員 等

〈協議内容〉

・県全域の相談支援体制の構築

・相談支援従事者等の人材育成・研修のあり方

・専門的分野における支援方策

・県障害福祉計画等の策定及び進捗状況の確認 等

市町村協議会
（随時開催）

※各市町村又は圏域単位で設置
〈メンバー〉

行政、相談支援事業者 等

〈協議内容〉

・障害者等への支援体制に関する課題の共有

・相談支援体制の整備状況や課題等の把握

・県等関係機関とのネットワークの構築 等

県

退院促進

支援
【事務局】

障害政策課

サブ協議会（随時開催）
〈メンバー〉 検討内容ごとに必要な機関及び関係者

〈協議内容〉協議会により把握された課題等について、課題解決・改善に向けた取り組みを

検討するため、必要なサブ協議会を随時開催

助言・支援

施設等人材

育成充実
【事務局】

障害政策課

市町村

打ち合わせ会議（年２回程度開催）
〈メンバー〉

各サブ協議会代表、市町村協議会事務局 等

〈協議内容〉

・地域状況（課題等）や課題対応状況を確認・共有

・サブ協議会での結果、意見を集約し、協議会へ情報提供

・協議会での協議事項検討 等

基幹相談支援センター等担当者会議
（年２回開催）

〈メンバー〉

基幹相談支援センター、行政

〈協議内容〉

・地域の課題の共有

・地域生活支援拠点等の機能等について、各拠点等

の情報共有

・相談支援従事者初任者・現任研修のＯＪＴ実施内容

の情報共有 等

課題把握

アドバイザー

の派遣委託
情報提供

※政策提案を県障害者施策推進審議会

へ意見書として提出

【退院促進支援】・・・・・・・・・・・精神障害者の地域生活への移行等

【強度行動障害支援】・・・強度行動障害児者への支援体制の整備・構築及び各支援策の検討・調整

【施設等人材育成充実】・・・・・サービス管理責任者等の研修の企画

課 題

アドバイザー会議

１ 市町村協議会支援

（年３回程度開催）
〈協議内容〉

・市町村協議会の開催状況

及び検討内容の把握

・市町村協議会への支援の

方向性の確認 等

【事務局】

心身障害者福祉センター

- - - - - - - - - - - -

２ 相談人材育成支援

（年３回程度開催）
〈協議内容〉

・相談支援従事者等研修

の企画 等

【事務局】支援調整係

アドバイザー

スーパーバイザー派遣事業

・地域生活支援拠点等が有する機能の充実に向けた情報提供 等

強度行動障

害支援
【事務局】

障害政策課

連携

支 援
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（参考）令和６年度相談支援従事者研修等一覧

日数 日程 修了者等 日数 日程 修了者等

1
障害支援区分認定調査員研
修

認定調査を行う市町村職員
及び相談支援専門員

２日 ５月 ７１名 ２日 ５月 ６２名

2 市町村審査会委員研修 市町村審査会委員
動画
１日

- ５名
動画
１日

- １５名

4 相談支援従事者現任研修
相談支援の事業に従事して
おり、一定の経験を有する
者

動画
１日

演習
３日

実習
２回

【Ａ日程】
１０月～１月

【Ｂ日程】
１０月～２月

８０名

動画
１日

演習
３日

実習
２回

【Ａ日程】
１０月～１月

【Ｂ日程】
１０月～２月

８４名

5 相談支援従事者主任研修
地域における相談支援の
中核的役割を果たす者

演習
５日

未実施 －
演習
５日

１０月～１１月 １２名

６
相談支援従事者研修
専門コース別研修

相談支援の事業に従事して
おり、一定の経験を有する
者

演習
１日

意思決定支援研修
【Ａ日程･B日程・Ｃ日程】
１１月

１３２名
演習
１日

意思決定支援研修
【Ａ日程･B日程】
１２月

６２名

演習
１日

障害児支援研修
【Ａ日程･B日程】
２月

６６名
演習
１日

意思決定支援研修
【Ａ日程･B日程】
１２月

６２名

Ｎｏ 研修名 対象

研修等日程
参考：R４実績

R５実績

動画
２日

演習
５日

実習
２日

（基礎課程）
　６月

（相談支援専門員課程）
【Ａ日程・Ｂ日程】
　６月～９月

７７名3 相談支援従事者初任者研修
相談支援の事業に従事しよ
うとする者

動画
２日

演習
５日

実習
２日

（基礎課程）
　７月

（相談支援専門員課程）
【Ａ日程・Ｂ日程】
　７月～１１月

１０６名
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＜市町村協議会の概要＞ 
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●令和６年度 市町村協議会の活動状況一覧 令和７年３月末現在

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数 設置状況 部会等名 回数 委員数

地域生活支援拠点部会（ワーキンググループ含む） 5 19

就労支援部会 9 16

こども部会 9 9

地域移行・地域定着部会 6 13

手話施策検討部会（ワーキンググループ含む） 9 10

広報・啓発部会 8 8

榛東村 就労支援部会 4 26

吉岡町 こども支援部会 3 52

相談支援部会 4 20

拠点整備部会 0 17

医療的ケア児支援部会 1 26

意思疎通支援部会 2 11

精神障害地域包括ケアシステム構築検討部会 5 12

こども支援部会 6 18

地域生活支援拠点等整備部会 2 13

相談支援部会 12 16

権利擁護部会 0 13

精査会 2 5

相談支援部会 2 10

サビ管部会 2 15

子ども部会 2 12

にも包括WG 2 8

生活支援部会 1 12

－ 権利擁護部会 1 8

地域生活支援拠点部会 1 10

計画策定部会 1 9

相談支援部会 5 8

施設事業所・就労支援部会 5 31

－ グループホーム部会 1 6

地域生活支援拠点部会 1 5

発達支援部会 3 12

子ども支援部会 2 10

地域包括ケアシステム部会 3 12

就労支援部会 3 10

相談支援部会 1 7

－ 就労支援部会 1 7

地域生活支援部会 1 7

9
神流町

自立支援協議会
神流町 神流町 - 直営 1 7 － － － － 未設置

－

下仁田町 相談支援部会 4 9

南牧村 就労支援部会 4 23

甘楽町 こども部会 5 9

地域生活支援部会 2 13

精神部会 3 18

－

12
南牧村

自立支援協議会
南牧村 南牧村 その他 － － － － － － －

－

運営方法
全体会 定例会 運営会議 専門部会等

市町村協議会の活動状況

№ 協議会名
市町村・

圏域
事務局
市町村

事務局
市町村以

外の
市町村

1
前橋市

自立支援協議会
前橋市 前橋市 － 直営 1 22 6

2
渋川地域

自立支援協議会
渋川圏域 渋川市 直営

17 11 23 設置

設置1 36 6 19 6 5

3
伊勢崎市

自立支援協議会
伊勢崎市

玉村町 ― 委託

伊勢崎市 － 直営 3 17 - - 12 11 設置

5
高崎市

障害者支援
協議会

高崎市 高崎市 直営 2 2

設置1 17 3 11 9 54
玉村町

障がい者総合
支援協議会

玉村町

6
安中市

自立支援協議会
安中市 安中市 直営

11 － － 設置20

7
藤岡市

障害者自立支援
協議会

藤岡市 藤岡市 － 直営 1 19

設置1 57 5 26 － －

－ － 1 8 設置

上野村 上野村 直営 1

10
富岡市

自立支援協議会
富岡市 富岡市 直営 1 21 －

10 － － － － 設置8
上野村

自立支援協議会

10
富岡地域

自立支援協議会
富岡圏域 富岡市 委託

－ － － 設置

11
下仁田町

自立支援協議会
下仁田町 下仁田町 その他 －

設置－ － 6 19 － －

13
甘楽町地域

自立支援協議会
甘楽町 甘楽町 その他 －

－ － －－ －

－ － － － － －

－
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●令和６年度 市町村協議会の活動状況一覧 令和７年３月末現在

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数 設置状況 部会等名 回数 委員数
運営方法

全体会 定例会 運営会議 専門部会等

市町村協議会の活動状況

№ 協議会名
市町村・

圏域
事務局
市町村

事務局
市町村以

外の
市町村

長野原町 西吾妻地域部会 12 28

嬬恋村 精神保健部会 3 16

草津町 療育部会 0 14

高山村 知的障害者当事者部会 2 9

東吾妻町 吾妻東部地域部会 2 19

就労部会 4 13

制度部会 0 16

地域生活支援拠点検討部会 1 17

事業所部会 7 13

相談支援部会 7 13

沼田市 地域生活支援拠点づくりＷＧ 0 13

片品村 製品開発ＷＧ 0 13

昭和村 就労支援ＷＧ 4 22

みなかみ町 相談支援部会 0 15

サービス管理責任者部会 5 15

児童発達支援管理責任者部会 5 15

にもシステム 3 26

相談支援ワーキンググループ 12 23

地域支援部会 8 17

就労支援部会 8 42

こども部会 9 26

手話部会 2 6

こども療育支援部会 3 11

こども支援部会 6 11

－ 就労支援部会 8 52

地域づくり部会 10 14

こども部会 3 31

生活支援部会 3 15

就労支援部会 4 25

相談支援部会 3 34

板倉町 日中活動支援部会 5 34

明和町 地域生活支援部会 5 22

千代田町 児童発達支援部会 6 27

大泉町 相談支援部会 5 12

邑楽町 精神支援部会 3 14

吾妻圏域 中之条町 委託 1

15
利根沼田

自立支援協議会
沼田圏域 川場村 直営 1 58 11 30

57 12 27 12 8 設置14
吾妻地域

自立支援協議会

16
桐生市地域

自立支援協議会
桐生市 桐生市 － 直営

11 7 設置

みどり市
障がい者地域
支援協議会

みどり市 みどり市 その他 3 13 -

設置2 27 8 29 12 7

18
太田市

障がい者支援
協議会

太田市 太田市 －

- 12 10 設置17

19
館林市外五町地域
自立支援協議会

館林圏域 館林市 直営 1 15

－ 設置その他 2 34 3 20 －

5 15 5 4 設置
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●令和６年度 市町村協議会の活動状況一覧 令和７年３月末現在

榛東村

吉岡町

－

－

－

9
神流町

自立支援協議会
神流町 神流町 -

－

下仁田町

南牧村

甘楽町

－

12
南牧村

自立支援協議会
南牧村 南牧村

－

№ 協議会名
市町村・

圏域
事務局
市町村

事務局
市町村以

外の
市町村

1
前橋市

自立支援協議会
前橋市 前橋市 －

2
渋川地域

自立支援協議会
渋川圏域 渋川市

3
伊勢崎市

自立支援協議会
伊勢崎市

玉村町 ―

伊勢崎市 －

5
高崎市

障害者支援
協議会

高崎市 高崎市

4
玉村町

障がい者総合
支援協議会

玉村町

6
安中市

自立支援協議会
安中市 安中市

7
藤岡市

障害者自立支援
協議会

藤岡市 藤岡市 －

上野村 上野村

10
富岡市

自立支援協議会
富岡市 富岡市

8
上野村

自立支援協議会

10
富岡地域

自立支援協議会
富岡圏域 富岡市

11
下仁田町

自立支援協議会
下仁田町 下仁田町

13
甘楽町地域

自立支援協議会
甘楽町 甘楽町

基幹相談
支援センター

設置状況 地域移行 地域定着

未 1 0 0 0 0

－ － 0 0 0 0

地域生活支援拠点等の整備状況
委託相談支
援事業所数

指定一般相談支援事業所数 指定特定相
談支援事業

所数

指定障害児
相談支援事

業所数

6 6 21 19

相談支援体制

整備済済 9

8 整備済済 3 5 5 10

17 整備済

4

済 8 1 1 23

整備済済 1 1 1 4

9 9 27 27 整備済済 14

整備済済

6 整備済済 0 0 0 6

2 0 0 3 3

整備済

整備済

未 1 0 0 0 0

2 2 5 5 整備済－ －

－

整備済

済 1 － － －

0

0 0 0 0－ －

－ － 0 0 0
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●令和６年度 市町村協議会の活動状況一覧 令和７年３月末現在

№ 協議会名
市町村・

圏域
事務局
市町村

事務局
市町村以

外の
市町村

長野原町

嬬恋村

草津町

高山村

東吾妻町

沼田市

片品村

昭和村

みなかみ町

－

板倉町

明和町

千代田町

大泉町

邑楽町

吾妻圏域 中之条町

15
利根沼田

自立支援協議会
沼田圏域 川場村

14
吾妻地域

自立支援協議会

16
桐生市地域

自立支援協議会
桐生市 桐生市 －

みどり市
障がい者地域
支援協議会

みどり市 みどり市

18
太田市

障がい者支援
協議会

太田市 太田市 －

17

19
館林市外五町地域
自立支援協議会

館林圏域 館林市

基幹相談
支援センター

設置状況 地域移行 地域定着

地域生活支援拠点等の整備状況
委託相談支
援事業所数

指定一般相談支援事業所数 指定特定相
談支援事業

所数

指定障害児
相談支援事

業所数

相談支援体制

整備済済 3 1 1 8 6

1 2 2 整備済済 1 1

4 整備済済 2 2 2 6

3 3 9 9 整備済済 4

19 13 整備済済 0 5 5

5 5 3 10 7 整備済未
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前橋市自立支援協議会の概要

前橋市

前橋市

平成１９年３月

直営

別紙のとおり

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

1 22 6 17 11 23

回数 委員数

地域生活支援拠点部会（ワーキンググループ含む） 5 19
就労支援部会 9 16
こども部会 9 9
地域移行地域定着部会 6 13
手話施策検討部会（ワーキンググループ含む） 9 10
広報啓発部会 8 8

●全体会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

4 児童相談所

県（行政職員）
4
1 1 民生委員・児童委員 1
2 1 主任児童委員

地域住民の代表者

その他 2

計 22

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 R6.4.30 １　前橋市自立支援協議会の役割と組織について

２　令和５年度活動報告について

４　第７期前橋市障害福祉計画及び第３期前橋市障害児福祉計画の 策定について

５　前橋市社会福祉協議会からの事業案内

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

6障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

【構成団体】

【事務局】

【設置年月】

【運営方法】

【組織図】

全体会 定例会 運営会議

専門部会名

権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

障害福祉サービス事業者

・特に定めていない

３　令和６年度活動計画（案）について
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●定例会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
10 児童相談所

県（行政職員） 1
2

民生委員・児童委員
主任児童委員

1 地域住民の代表者

その他 3

計 17

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 R6.5.8 １　定例会議について

２　本市の地域課題について～事業所の質の向上と、終結後のフォロー
アップ体制～

第２回 R6.7.10 １　報告事項　専門部会からの報告、前回定例会議議題の報告（就労定
着支援の利用後の効果について）
２　地域課題の検討～既存資源の有効活用に向けた障害特性の理解と
工夫～

第３回 R6.9.11 １　報告事項　専門部会からの報告

者とのつながり方～
第４回 R6.11.13 １　報告事項　専門部会からの報告

２　地域課題の検討～教育、福祉、雇用との役割分担～
第５回 R7.1.8 １　報告事項　専門部会からの報告

第６回 R7.3.12 １　報告事項　専門部会からの報告
２　令和６年度活動報告案について
３　令和７年度活動計画案について
４　地域課題の検討～前橋市における社会資源の現状と今後の方策～

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・個別の相談事例から地域課題を抽出し、解決策を検討する。

２　地域課題の検討～困り感のない方たちへのアプローチと、周囲の関係

２　地域課題の検討～こどもの福祉と保護者の就業保障～
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●運営会議の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

5 児童相談所
15

県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他 3

計 23

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 R6.4.10 １　定例会議・部会・ワーキンググループ活動報告（３月）について

２　令和６年度全体会について

第２回 R6.6.12 １　定例会議・部会・ワーキンググループ活動報告（５月）について

２　令和６年度日中サービス支援型共同生活援助の評価について

３　発達障害地域支援マネジャー派遣事業希望調査について

第３回 R6.7.10 １　定例会議・専門部会等の活動報告（６月）について

（書面開催）

第４回 R6.8.14 １　定例会議・部会・ワーキンググループ活動報告（７月）について

第５回 R6.9.11

（書面開催）

第６回 R6.10.9 １　定例会議・部会・ワーキンググループ活動報告（９月）について

第７回 R6.11.13 １　定例会議・部会・ワーキンググループ活動報告（１０月）について

第８回 R6.12.11 １　定例会議・部会・ワーキンググループ活動報告（１１月）について

２　令和７年度前橋市自立支援協議会組織体制及び委員の改選について

第９回 R7.1.8 １　定例会議・部会・ワーキンググループ活動報告（１２月）について
（書面開催）

第１０回 R7.2.12 １　定例会議・部会・ワーキンググループ活動報告（１月）について

２  令和７年度前橋市自立支援協議会組織体制及び委員の改選について

第１１回 R7.3.12 １　定例会議・部会・ワーキンググループ活動報告（２月）について

（書面開催）

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

２　令和６年度第２回群馬県障害者自立支援協議会打ち合わせ会議の会
議概要について

３　令和７年度前橋市自立支援協議会委員改選等について

２　令和６年度第１回群馬県障害者自立支援協議会打ち合わせ会議の報告等

２　自立支援協議会への委託相談支援事業所の関わり令和７～８年度
（案）
　について

３　令和６年度第２回群馬県障害者自立支援協議会の打ち合わせ会議提
出資料について

４　令和７年度自立支援協議会全体会の開催日程について

２　令和６年度日中サービス支援型共同生活援助の評価スケジュールの
共有

１　令和６年度日中サービス支援型共同生活援助の評価スケジュールの
共有
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●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成

人数 人数 人数

5 児童相談所

1

県（行政職員）

8
1 民生委員・児童委員 1

主任児童委員
地域住民の代表者

その他 2

計 19

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
１　部会

第１回 R6.9.17

第２回 R7.2.18

２　ワーキンググループ１（相談）

第１回 R6.6.18

第２回 R6.7.16

第３回 R7.1.22

（４）今後の課題・取組

種別 種別 種別

相談支援事業者 障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

1障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

前橋市地域生活支援拠点（安心ネットまえばし）の機能の充実を図るため、検証及び検討を行う。

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

地域生活支援拠点（安心ネットまえばし）の機能の充実を図るための検証及び検討を行う。

１　事前登録要件の見直しについて
２　前橋市地域生活支援拠点（相談機能）の体制について

【地域生活支援拠点部会】 　　※ワーキング含む

１　ワーキンググループ１（相談）の結果報告について
２　指定相談支援事業所向けの研修会実施について
３　安心ネットまえばし利用登録者の状況について

１　ワーキンググループ１（相談）の結果報告について
２　安心ネットまえばし緊急時対応シートの作成状況について
３　令和６年度活動報告（案）について
４　令和７年度活動計画（案）について

１　安心ネットまえばしの３年間を振り返って

１　事前登録者用チラシの修正案について
２　事前登録要件見直し後の効果について
３　相談支援専門員向け研修会について
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【就労支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
3 児童相談所
1 2

県（行政職員） 2
3

民生委員・児童委員
2 1 主任児童委員
1 地域住民の代表者

その他 1

計 16

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
１　部会

第１回 R6.5.15 １　前橋市自立支援協議会・就労支援部会について

２　令和５年度までの主な取り組み状況

３　令和６年度の取り組みについて

第２回 R6.6.21 １　WG組織案について

２　WGでの協議事項について

第３回 R6.7.19 １　各WGでの活動

２　WG活動報告

第４回 R6.9.19 １　各WGでの活動

２　WG活動報告

第５回 R6.10.17 １　各WGでの活動

２　WG活動報告

第６回 R6.11.21 １　各WGでの活動

２　WG活動報告

第７回 R6.12.19 １　各WGでの活動

２　WG活動報告

第８回 R7.2.19 １　各WGでの活動

２　WG活動報告

第９回 R7.3.19 １　令和６年度の各WG活動報告

２　令和７年度の活動方針について

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

種別 種別 種別

令和５年度に作成した相談先フローチャートや企業視察結果などを活用し、障害者雇用の啓発活
動の継続と新たな雇用促進の場の開拓等を行っていく。

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

相談支援事業者
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２　ハローワーク前橋主催就職面接・個別相談会へのブース出展

日時 令和６年９月２７日（金）午後１時から

場所 日本トーターグリーンドーム前橋　サブイベントエリア

参加者 企業等３７事業所、求職者１４１名

内容 就労支援部会として「みっけブース」を設置し、相談先フローチャートを

活用しながら、事業者及び求職者へ支援機関の周知等を行った。

３　前橋商工会議所メールマガジンでの記事配信

R6.9.21 短い時間でも障害者雇用率へのカウントが可能になりました

R6.10.11 障害者就職面接会にブースを出展しました

R6.10.21 障害の種類と障害のある方が活躍する為の企業配慮とは？

R6.11.21 障害のある若者の就業体験実習の受入れにご協力ください

R6.12.21 障害者雇用にお悩みの企業様向けの相談窓口があります

R7.1.21 生活に困っている方の職場見学や雇入れにご協力ください

R7.3.11 事業者による障害のある人への「合理的配慮の提供」が義務化されました

R7.3.21 障害者雇用の先進企業のご紹介

４　先進企業の視察

R6.11.20 はっぴーすまいる。

R7.1.16 株式会社スワン

日本理化学工業株式会社

（４）今後の課題・取組

令和７年度はＷＧを再編成し活動を継続する。これまでの活動の成果物を活用し、企業側だけで
なく求職者側の視点からも障害者雇用について考え、継続して啓発活動を行っていく。
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【こども部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
3 児童相談所

2
県（行政職員）

1
1 民生委員・児童委員

1 主任児童委員
地域住民の代表者

その他 1

計 9

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 R6.5.16 1．前橋市療育ネットワーク推進会議の内容検討

（地域における課題について共有）

2．医療的ケア児等支援連携推進会議について

（医療的ケア児等コーディネーター新規取得者について、地域課題について）

第2回 R6.6.20 1．第1回医療的ケア児等支援連携推進会議

（構成員顔合わせ、現状把握）

2．前橋市療育ネットワーク推進会議の内容検討

（会場や日程、対象者を決定）

第3回 R6.7.18 1．令和6年度こども部会について

2．前橋市療育ネットワーク推進会議（情報交換会）について

（開催までのスケジュール確認、対象への周知方法や構成について）

第4回 R6.9.19 1．前橋市療育ネットワーク推進会議　情報交換会について

（参加者申し込み方法、講話部分やグループトークでの構成について）

2．第2回医療的ケア児等支援連携推進会議について

第5回 R6.10.17 1．第2回医療的ケア児等支援連携推進会議

（やっほからの情報提供、情報共有）

2．前橋市療育ネットワーク推進会議（情報交換会）について

第6回 R6.11.18 前橋市療育ネットワーク推進会議　情報交換会の開催

「発達が気になる子への支援について話そう」

～日々の保育の中で発達が気になる子への支援で悩むこと、

第7回 R6.12.19 1．前橋市療育ネットワーク推進会議　情報交換会まとめ

2．第3回医療的ケア児等支援連携推進会議について

第8回 R7.1.16 1．第3回医療的ケア児等支援連携推進会議

（状況報告・令和7年度の活動方針について）

第9回 R7.2.20 1．令和6年度活動報告について

2．令和7年度活動方針について

公共職業安定所（ハローワーク）

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関
民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

１　前橋市療育ネットワーク推進会議の内容検討及び開催
　　（研修会の開催に向け、講師、対象やグループワークなどの組み込みなど構成を考える）
２　医療的ケア児等支援連携推進会議の開催

わからないこと、疑問に思うこと、知りたいことなど、一緒にお話してみませ
んか～

- 41 -



（４）今後の課題・取組

【地域移行・地域定着部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
3 児童相談所

2
県（行政職員）

2
4 民生委員・児童委員

主任児童委員
地域住民の代表者

その他 1

計 13

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
１　部会

第１回　 R6.5.21 １．地域移行・地域定着支援について

２．グループホームの質の均一化について(ワーキング検討状況共有)

３．民生委員児童委員にむけたピアサポーター研修の実施について

第２回 R6.7.16 １．地域移行・地域定着支援について

２．グループホームの質の均一化について(ワーキング検討状況共有)

３．民生委員児童委員にむけたピアサポーター研修の実施について

第３回 R6.9.17 １．地域移行・地域定着支援について

２．グループホームの質の均一化について(ハンドブック最終確認)

３．民生委員児童委員にむけたピアサポーター研修の実施について

第４回 R6.11.19 １．地域移行・地域定着支援について

２．グループホームの質の均一化について(各研修振り返り)

３．民生委員児童委員にむけたピアサポーター研修の実施について

第５回 R7.1.21 １．地域移行・地域定着支援について

２．グループホームの質の均一化について(各研修振り返り)

３．民生委員児童委員にむけたピアサポーター研修の実施について

第６回 R7.3.18 １．地域移行・地域定着支援について

２．来年度の活動内容について(各研修等について検討)

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者

種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

1障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

種別 種別

高齢者介護の関係機関 保育所

・グループホームの質の均一化

・民生委員児童委員を対象としたピアサポーター研修の検討実施

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

★療育のシステムづくり
・前橋市療育ネットワーク推進会議の内容検討及び開催
（事業所や保育園所等が情報共有をしたり、連携を図るための方法を考える）
・医療的ケア児等支援連携推進会議の開催
（災害時の対応について考える）
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２　研修

関係職員研修

R6.9.5 市内グループホームに所属する支援者を対象とした研修会を実施。主に

支援のあり方や考え方に関する講義、支援者間の情報交換を含めた

グループワークを実施した。

関係職員研修

R6.11.14 市内グループホームに所属する支援者を対象とした研修会を実施。主に

支援のあり方や考え方に関する講義、支援者間の情報交換を含めた

グループワークを実施した。

ピアサポーター研修(民生委員児童委員会長会)

R6.12.10 民生委員児童委員の各地区の会長を対象に、ピアサポーターにリカバリ

ーストーリーを語ってもらうことで、精神疾患・精神障害について正しい

知識や理解を深める研修会を実施した。

ピアサポーター研修(中川地区)

R7.2.20 民生委員児童委員を対象に、ピアサポーターにリカバリーストーリーを

語ってもらうことで、精神疾患・精神障害について正しい知識や理解を

深める研修会を実施した。
交換を含めたグループワークを実施

（４）今後の課題・取組

グループホーム職員を対象とした研修会について、支援者間の繋がりやネットワークの構築、困
り感の共有など一定の効果は見受けられたが、本研修が目指す支援力向上という点において、
本研修が支援における質・支援力の向上にどれほど寄与したのか測定することが難しく、効果の
評価方法や指標の設定に課題があることが分かった。しかし、支援力・支援の質などの変化は短
期的に見えづらく、長期的な変化や現場での実践状況等も確認する必要がある。即効性のある
結果が出にくい領域であることから、研修後も定期的にアンケート調査を実施するなど、段階的に
評価を積み重ねることで効果が見えやすくなると思われる。
　ピアサポーター研修は令和７年度も引き続き実施予定。グループホーム職員を対象とした研修
会については、対象者や研修そのもののあり方など協議を継続したい。
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【手話施策検討部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
児童相談所

3
県（行政職員）

1 民生委員・児童委員
1 主任児童委員

1 地域住民の代表者

その他 2

計 10

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
■部会 第1回 R6.5.27

第1回 R6.4.26

第2回 R6.5.17

第3回 R7.3.4

第1回 R6.10.9

第2回 R6.11.2

第3回 R6.12.9

第4回 R7.1.15

第1回 R6.6.24
第2回 R6.7.8

前橋市手話施策推進方針に基づく令和６年度実施計画の推進について

高齢者介護の関係機関 保育所

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

相談支援事業者 障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

2障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

種別 種別 種別

■手話教室ワーキンググループ

（1）全国ろうあ者体育大会に向けて配布するコミュニケーションボードについて

（1）全国ろうあ者体育大会に向けて配布するコミュニケーションボードについて

(1)前橋市職員手話研修会「聴覚障害者への救急対応研修」について
・カリキュラムの内容について

(1)今年度の振り返りと次年度への課題
(2)職員手話研修会（救急隊員向け）
(3)次年度取り組むこと

■防災ワーキンググループ

（1）聴覚障害者向けの防災マニュアル作成について
・日頃の備え
・避難場所の確認
・備蓄品のチェック

（1）聴覚障害者向けの防災マニュアル作成について
・前回の振り返り
・共助と公助
・情報収集
・災害が起きたときの対応

（1）聴覚障害者向けの防災マニュアル作成について
・前回の振り返り
・聴覚障害者の意思表示
・支援者へ向けて

（1）聴覚障害者向けの防災マニュアル作成について
・前回の振り返り

■おもてなしワーキンググループ

(1)前橋市職員手話研修会「聴覚障害者への救急対応研修」について
・カリキュラムの作成について

１　部会長の選出
２　前年度の実績報告と今後実施予定の施策について
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（４）今後の課題・取組

【広報・啓発部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
4 児童相談所

1
県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 8

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
１　部会

第１回 R6.5.9 １　広報啓発部会の役割について

２　令和６年度の活動について

第２回 R6.6.14 １　「みんなのらいふ」第３６号の原稿について（内容協議）

２　「みんなのフェスタ」について

第３回 R6.7.12 １　「みんなのらいふ」第３６号の原稿について（最終校正）

２　「みんなのフェスタ」について

第４回 R6.9.13 １　「みんなのフェスタ」について

第５回 R6.10.11 １　「みんなのフェスタ」について

第６回 R6.11.15 １　「みんなのらいふ」第３７号の原稿について（内容協議）

２　「みんなのフェスタ」について

第７回 R7.1.17 １　「みんなのらいふ」第３７号の原稿について（最終校正）

２　「みんなのフェスタ」の開催報告について

３　「みんなのフェスタ」アンケート結果について

第８回 R7.3.14 １　「みんなのらいふ」第３８号の原稿について（内容協議）

２　令和６年度活動報告について（案）について

３　令和７年度活動計画（案）について

２　みんなのらいふ

第３５号 R6.5.15 発行

第３６号 R6.9.1 発行

第３７号 R7.2.1 発行

３　みんなのフェスタ

・救急隊員向け手話教室で、手話を中心としたステップアップコースを実施する。
・手話動画の作成について、計画的に進める。
・防災マニュアルの活用

①「みんなのらいふ」の定期発行
②障害福祉啓発事業「みんなのフェスタ」の開催

種別 種別

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

3 市町村（行政職員）

身体・知的障害者相談員

高齢者介護の関係機関 保育所

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体
医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター

発達障害者支援センター

　令和６年１２月１４日（土）に前橋プラザ元気２１にて、第１３回みんなのフェスタを開催した。ス
テージ発表（手話コーラス、日本舞踊、和太鼓、剣舞、フラダンス）や作品展を実施したり、体験
コーナー（手話、点字、要約筆記、車いす）を設置した。特にステージ発表では、障害のある人もな
い人も分け隔てなく積極的な交流が行われた。
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（４）今後の課題・取組

１　今後も広報紙「みんなのらいふ」の継続発行を予定。親しんでいただける紙面にするため
　　読者のニーズを把握し、よりよい記事を掲載する必要がある。
２　「みんなのフェスタ」については、昨年度よりも来場者数が少なかったため、
　　集客方法の工夫が課題である。
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特定課題会議（専門部会）（毎月または隔月開催） 

構成：委員、委託相談支援事業者、障害福祉サービス事業者、障害福祉課、保健予防課など 

・課題の具体的解決策を検討  ・必要に応じてワーキンググループの設立調整  

・関係機関による情報の共有とネットワークの構築 

・検討状況及び結果の報告 

全体会（年１～２回）（事務局：障害福祉課基幹相談支援センター） 

構成：委員、委託相談支援事業所（委員以外）、障害福祉課、保健予防課 

・地域課題の共有や対策の協議 

 

定例会議（５・７・９・１１・１・３月開催） 

（事務局：障害福祉課基幹相談支援センター） 

構成：委託相談支援事業者、障害福祉課、保健予防課

など 

・相談事例の検討による地域課題の抽出 

・地域課題の解決策を検討 

運営調整会議（４・６・８・１０・１２・２月開催）必要な時は、別途開催 

（事務局：障害福祉課基幹相談支援センター） 

構成：会長、各特定課題会議の代表（各専門部会長）、障害福祉課、保健予防課 

・協議会の全体の運営 ・方向性を検討 ・地域が抱える特定の課題を整理 

・日中サービス支援型グループホームの評価 

 

・
療
育
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
推
進
会
議 

（
前
橋
市
障
害
児
等
療
育
支
援
事
業
） 

・
医
療
的
ケ
ア
児
等
支
援
連
携
推
進
会
議 

（
協
議
の
場
） 

こ
ど
も
部
会 

（
障
害
福
祉
課
生
活
支
援
係
） 

就
労
支
援
部
会 

（
障
害
福
祉
課
障
害
政
策
係
） 

地
域
生
活
支
援
拠
点
部
会 

（
障
害
福
祉
課
基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
） 

ワーキンググループ（必要に応じて随時設置可能） 

精
神
障
害
者
に
も
対
応
し
た
地
域
包
括
ケ
ア

シ
ス
テ
ム
構
築
推
進
の
た
め
の
協
議
の
場 

地
域
移
行
・
地
域
定
着
部
会 

 

（
保
健
予
防
課
こ
こ
ろ
の
健
康
係
） 

 広
報
・
啓
発
部
会 

（
障
害
福
祉
課
福
祉
サ
ー
ビ
ス
係
） 

手
話
施
策
検
討
部
会 

（
障
害
福
祉
課
福
祉
サ
ー
ビ
ス
係
） 

 

前
橋
市
委
託
相
談
支
援
事
業
所
合
同
会
議 

（
４
・
６
・
８
・
１
０
・
１
２
・
２
月
開
催
） 

令和７年度 前橋市自立支援協議会 
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渋川地域自立支援協議会の概要

渋川市、吉岡町、榛東村

渋川市、吉岡町、榛東村

平成１９年４月

直営

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

1 36 6 19 6 5

回数 委員数

就労支援部会 4 26
こども支援部会 3 52
相談支援部会 4 20
拠点整備部会 0 17
医療的ケア児支援部会 1 26
意思疎通支援部会 2 11

【構成団体】

【事務局】

【設置年月】

【運営方法】

【組織図】

全体会 定例会 運営会議

専門部会名

組織図

全体会議

定例会議

専門部会

就労支援部会

こども支援部会

運営会議

拠点整備部会

医療的ケア児支援
部会

相談支援部会

意思疎通支援部会
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●全体会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
5 児童相談所 1

1 12
県（行政職員） 2

2
1 民生委員・児童委員 3
1 1 主任児童委員

1 地域住民の代表者
その他 6

計 36

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
R6.5.29 ・令和5年度事業報告について

・令和6年度事業計画について
・地域課題について
　障害児通所施設の近隣トラブルについて
　災害時個別避難計画について

●定例会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
6 児童相談所
1 5
1 県（行政職員） 1
2

民生委員・児童委員
主任児童委員

1 地域住民の代表者
その他 2

計 19

（２）取組（テーマ）

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・事業報告及び事業計画

・渋川市における障害福祉に関する報告

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・特定課題会議の報告

・困難事例等についての協議

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）
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（３）活動内容
第１回 R6.6.24 ・自己紹介

・自立支援協議会の構成や進め方・位置づけ等について
・各部会の活動報告
・令和6年度事業計画について

第２回 R6.6.26 ・全体会の報告について
・障害者雇用について
・各部会の活動報告
・放課後等デイサービス事業所、3事業所閉所について
・発達障害の相談件数増加について

第３回 R6.8.28 ・各部会の活動報告
・就労継続支援A型事業所の閉鎖について
・障害福祉・高齢福祉に関する冊子について

第４回 R6.10.23 ・各部会の活動報告
・事例検討
・にも包括について
・個別避難計画について

第５回 R6.12.25 ・各部会の活動報告
・高校通級について
・医療的ケア児等の災害時等の対応について

第６回 R7.2.26 ・各部会の活動報告
・日中サービス支援型共同生活援助における協議会への報告及び
協議会からの評価について（２事業所）
・令和7年度自立支援協議会の日程（案）について
・事例検討

●運営会議の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
2 児童相談所

3
県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者
その他

計 5

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 ・第１会定例会についての打ち合わせ。(リモート会議）
第２回 ・第２会定例会についての打ち合わせ。(リモート会議）
第３回 ・第３会定例会についての打ち合わせ。(リモート会議）
第４回 ・第４会定例会についての打ち合わせ。(リモート会議）
第５回 ・第５会定例会についての打ち合わせ。(リモート会議）
第６回 ・第６会定例会についての打ち合わせ。(リモート会議）

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・協議会の運営について

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）
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●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【就労支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
2 児童相談所
2 3

県（行政職員）
17

民生委員・児童委員
2 主任児童委員

地域住民の代表者
その他

計 26

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 R6.4.25 各事業所の担当者報告について

被災地派遣の報告について
工賃向上に向けた優先調達及び共同販売について

第２回 R6.7.25 障害者就労支援事業所の販売会企画について
地域連携（共同販売、共同受注、共同事業）について

第３回 R6.1126 障害者就労支援事業所の販売会企画について
地域連携（共同販売、共同受注、共同事業）について

第４回 R7.2.27 就労継続支援A型・B型事業所の現状と課題について
特別支援学校卒業生の進路状況について
障害者就労支援事業所のジョイホンパーク販売会の報告について
次年度の部会運営について

（４）今後の課題・取組

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者

・

・

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・特別支援学校卒業者等に係る就労継続支援利用の手続きについて

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）
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【こども支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
10 児童相談所

3
県（行政職員）

39
民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者
その他

計 52

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 R6.7.11 ・各事業所からの現状報告について

・圏域内の児童発達支援、放課後等デイサービスの現状の共有について
・来年度に向けての放課後等デイサービスの利用について
・今年度の活動について

第２回 R6.12.13 ・発達障害者地域支援マネージャー派遣研修（講演、質疑応答、指導助言）
・テーマ「発達支援児への正しい知識や共通認識、支援方法などについて」

第３回 R7.3.6 ・各事業所からの現状報告について
・困難事例の共有について

（４）今後の課題・取組

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・事例検討

・情報共有

・

・

・

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）
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【相談支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
16 児童相談所

4
県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者
その他

計 20

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 R6.5.21 ・各事業所の現状報告について

・今年度の活動について

第２回 R6.8.27 ・各事業所の現状報告について
・５ピクチャーズ研修について

第３回 R6.11.22 ・各事業所の現状報告について
・グループスーパービジョンの実施

第４回 R7.3.14 ・各事業所の現状報告について
・来年度の活動について

（４）今後の課題・取組

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・情報交換等

・研修

・

・

・

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）
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【拠点整備部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
8 児童相談所

2
県（行政職員）

6
民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者
その他 1

計 17

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
R6実施無し

（４）今後の課題・取組

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・地域生活支援拠点の今後の取り組みについて

・

・

・

・

・

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）
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【医療的ケア児支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
3 児童相談所

13
県（行政職員）

1
6 民生委員・児童委員
1 主任児童委員

1 地域住民の代表者
その他

計 26

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 R7.2.18 ・医療的ケア児等コーディネーター等の活動報告について

渋川市教育・保育施設における医療的ケア児の支援に関するガイドラインの
一部改正について
・今年度の医療的ケア児等支援の動向について
・医療的ケア児等の災害対応について

（４）今後の課題・取組

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・医療的ケア児支援について

・

・

・

・

・

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

1
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【意思疎通支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
2 児童相談所

4
県（行政職員）

2
民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者
その他

計 11

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 R6.12.23 ・手話奉仕員養成講座について

・「手話言語の国際デー」ブルーライトアップについて
・手話通訳者派遣範囲について

第2回 R7.2.12 ・令和７年度手話奉仕員養成講座について
・手話通訳者派遣事業における派遣範囲の検討について
・令和７年度「手話言語の国際デー」ブルーライトアップの実施計画について

（４）今後の課題・取組

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

3

高齢者介護の関係機関 保育所

・渋川広域における意思疎通支援事業について

・

・

・

・

・
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伊勢崎市自立支援協議会の概要

伊勢崎市

伊勢崎市

直営

別紙のとおり

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

3 17 - - 12 11

回数 委員数

精神障害地域包括ケアシステム構築検討部会 5 12

こども支援部会 6 18

地域生活支援拠点等整備部会 2 13

相談支援部会 12 16

権利擁護部会 0 13

●全体会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成

人数 人数 人数

児童相談所

1

県（行政職員）

7

民生委員・児童委員 1

2 1 主任児童委員

2 地域住民の代表者

その他

計 17

（２）取組（テーマ）

➀　関係機関の代表者を中心に構成し、運営会議及び特定課題会における協議、検討等の報告を受

け、障害福祉に関する課題の解決のための審議、協議等を行う。

➁　必要に応じて、特定課題会を設置する。

【構成団体】

【事務局】

【設置年月】

【運営方法】

【組織図】

全体会

相談支援事業者
障害当事者団体・障害当
事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

3障害者就業・生活支援センター

平成24年4月1日

市町村（行政職員）

発達障害者支援センター

定例会 運営会議

専門部会名

種別 種別 種別

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）
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（３）活動内容

第１回 R6.7.12

報告事項

協議事項

その他

第２回 R6.10.23

報告事項

協議事項

その他

第３回 R7.2.10

報告事項

協議事項

⑴　令和５年度　伊勢崎市自立支援協議会の活動状況について

⑵　令和５年度　相談支援事業の実績について

⑶　第６期伊勢崎市障害福祉計画・第２期伊勢崎市障害児福祉計画の進捗状況

について

⑴　指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者への実地指導の実

施について

⑵　心のサポーター養成事業について

⑶　日中サービス支援型共同生活援助事業所の評価・株式会社　恵の不正行為

等へ対応について

⑷　地域生活支援事業の見直しの予定について

⑸　伊勢崎市市民参加条例に基づく委員名簿の公開について

⑴　いせさき福祉ふれあいマルシェの定期開催について

⑵　伊勢崎市手をつなぐ育成会について

⑶　障害福祉施設における指定福祉避難所の指定について

⑷　タクシー活用事業（くわまるタクシー）について

⑴　令和６年度上期における伊勢崎市自立支援協議会の活動状況について

⑵　委員名簿及び会議録の公開について

⑶　第７期伊勢崎市障害福祉計画・第３期伊勢崎市障害児福祉計画の公開につ

いて

⑴　地域生活支援事業等の見直しについて

　ア　日帰り短期事業の見直しについて

　イ　移動支援事業の見直しについて

　ウ　要医療重症心身障害児（者）等訪問看護支援事業の見直しについて

⑵　医療的ケア児支援促進事業の実施について

⑶　（仮称）児童発達支援・放課後等デイサービス事業所連絡会議の設置につ

いて

⑴　障害者週間イベント

⑵　障害者災害時支援バンダナの避難所への配備及び配布について

障害者週間イベントの開催結果について

⑴　地域生活支援事業等の見直しについて

　ア　日帰り短期事業

　イ　移動支援事業

　ウ　要医療重症心身障害児（者）等訪問看護支援事業・医療的ケア児等支援

事業

　エ　福祉タクシー事業

　オ　重度心身障害児（者）おむつ給付事業

⑵　障害者雇用奨励金制度の導入について

⑶　群馬県障害福祉従事者等研修（障害児支援研修）の受講者について
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その他

●運営会議の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成

人数 人数 人数

8 児童相談所

3

県（行政職員）

民生委員・児童委員

主任児童委員

地域住民の代表者

その他

計 11

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回 R6.4.25 ・各部会進捗状況の報告

・モニタリング結果の検証について

・巡回訪問について

・地域障害児支援体制中核拠点の登録について

・指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者に対する実地指導に

ついて

・第7期伊勢崎市障害福祉計画・第3期伊勢崎市障害児福祉計画について

・いせさき福祉ふれあいマルシェの定期開催について

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

①　全体会で決定した事項等をもとに、特定課題会における協議事項等を調整する。

②　特定課題会における協議の結果を取りまとめ、個別の相談事例、困難事例等に対する支援や障害

福祉サービス等の提供内容等を検討し、関係機関等との情報交換や連絡調整を行うとともに、全体会

に本市の課題に関する報告、提案等を行う。

➂　全体会における審議事項、協議事項等の調整、取りまとめ等を行う。

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

種別 種別 種別

相談支援事業者
障害当事者団体・障害当
事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）

発達障害者支援センター

⑴　地域生活支援事業等の見直しについて

　ア　日帰り短期事業

　イ　移動支援事業

　ウ　要医療重症心身障害児（者）等訪問看護支援事業・医療的ケア児等支援

事業

　エ　福祉タクシー事業

　オ　重度心身障害児（者）おむつ給付事業

⑵　障害者雇用奨励金制度の導入について

⑶　群馬県障害福祉従事者等研修（障害児支援研修）の受講者について

⑴　パソコン回収事業について

⑵　ミライロＩＤの利用促進について

⑶　伊勢崎市自立支援協議会（全体会）委員の任期満了について
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第2回 R6.5.23

第3回 R6.6.27

第4回 R6.7.25

第5回 R6.8.29

第6回 R6.9.26

・各部会の進捗状況について

・モニタリング結果の検証について

・巡回訪問について

・相談支援事業所休止報告

・相談支援事業所新規開所

・相談支援事業所一覧変更検討中

・初任者研修の開催を市内の居宅介護支援事業所へメールで案内

・各部会の進捗状況について

・モニタリング結果の検証について

・巡回訪問について

・相談支援事業所、相談支援専門員の届出状況について

・初任研の申込状況について

・伊勢崎市自立支援協議会（全体会）について

・日中サービス支援型共同生活援助事業所の事業実施状況報告書・評価シート

について

・医療的ケア児等総合支援事業について

・障害福祉施設における指定福祉避難所の指定について

・各部会の進捗状況について

・モニタリング結果の検証について

・巡回訪問について

・障害者週間イベントについて

・福祉と教育の連携による障害児の切れ目ない支援について

・伊勢崎市出前講座の案内について

・新保健センター・子育て世代包括支援センターについて

・障害者センター（フリールーム、基幹相談支援センター事務室）の改修につ

いて

・各部会の進捗状況について

・巡回訪問について

・BCPについて

・相談支援事業所について

・心のサポーター指導者養成研修について

・障害者センターの空調設備について

・就労継続支援A型事業所の廃止について

・各部会の進捗状況について

・巡回訪問について

・伊勢崎市自立支援協議会全体会の開催について

・第2回伊勢崎こどもEXPOの開催について

・インクルーシブアート体験会の開催について

・指導監査について

・障害者センターの駐車場整備について
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第7回 R6.10.24

第8回 R6.11.28

第9回 R6.12.26

第10回 R7.1.23

第11回 R7.2.27

第12回 R7.3.27

・各部会の進捗状況について

・巡回訪問について

・モニタリング結果の検証について

・相談支援事業所の届出状況について

・伊勢崎市自立支援協議会（全体会）の報告

・障害者週間イベント等について

・基幹相談支援センター、フリールームの改修工事について

・各部会の進捗状況について

・モニタリング結果の検証について

・巡回訪問について

・市内の相談支援事業所の状況について

・実地指導の実施及び今後の対応について

・各部会の進捗状況について

・巡回訪問について

・モニタリング結果の検証について

・相談支援事業所の届出状況について

・伊勢崎市自立支援協議会（全体会）の報告

・実地指導の実施及び今後の対応について

・障害者週間イベントについて

・手をつなぐ育成会主催イベントについて

・各部会の進捗状況について

・巡回訪問について

・モニタリング結果の検証について

・市内の相談支援事業所の状況について

・令和７年度の基幹相談支援センターの体制について

・心のサポーター養成講座について

・伊勢崎市自立支援協議会（全体会）の開催について

・市長マニュフェストについて

・各部会の進捗状況について

・巡回訪問について

・モニタリング結果の検証について

・市内の相談支援事業所の状況について

・在宅福祉サービス、地域生活支援事業等の見直しについて

・障害者理解促進講習会の実施について

・各部会の進捗状況について

・モニタリング結果の検証について

・市内の相談支援事業所の状況について

・障害福祉課の令和７年度の体制について
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●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【精神障害地域包括ケアシステム構築検討部会】

（１）委員構成

人数 人数 人数

4 児童相談所

1

県（行政職員）

1

4 民生委員・児童委員

主任児童委員

2 地域住民の代表者

その他

計 12

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回 R6.8.7

第2回 R6.9.3

第3回 R6.12.16

第4回 R6.12.20

第5回 R7.3.4

（４）今後の課題・取組

相談支援事業者
障害当事者団体・障害当
事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）

発達障害者支援センター

精神科病院における長期在院者の退院促進に係る課題及び「精神障害にも対応した地域包括ケアシス

テム」の構築に向けた課題について協議する。

・退院促進及び理解促進の観点からワーキンググループにおいて集中的な議論を行う。

・心のサポーターの活用など、地域における支援の仕組みについて協議を行う。

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

【理解促進WG】

・心のサポーター養成講座の実施について

【退院促進WG】

・退院促進についての課題抽出

・ピアサポーターとの連携について

【理解促進WG】

・心のサポーター養成講座の実施について

・令和７年度以降の取組みについて

【退院促進WG】

・ピアサポート活動の促進、ピアサポーターとの連携について

【理解促進WG】

・心のサポーター養成講座の振返り

種別 種別 種別

部会にそれぞれの課題に対応するためのワーキンググループを設置し、意見交換と課題抽出を行っ

た。
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【こども支援部会】

（１）委員構成

人数 人数 人数

1 児童相談所

2

県（行政職員）

4

5 民生委員・児童委員

3 主任児童委員

3 地域住民の代表者

その他

計 18

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第１回 R6.6.25

第2回 R6.7.23

第3回 R6.8.29

第4回 R6.10.4

第5回 R6.11.5

医療的ケア児及び療育（発達支援）を必要とする障害児について、保健、医療、障害福祉、教育等

の関係機関との連携を図るとともに、情報共有や課題の検討を行う。

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

部会にそれぞれの課題に対応するためのワーキンググループを設置し、意見交換と課題抽出を行っ

た。

【医療的ケア児WG】

・事例紹介「医療的ケア児支援・関係機関との連携について」

・質疑応答、意見交換

【就学後WG】

・教育と福祉の連携による障害児支援に関する意見交換

・教育と福祉の連携をテーマとした研修（案）について

【就学前WG】

・児童発達支援センター森の子園について

・就学前児童の関係機関との情報連携、また就学移行期における情報連携につ

いて意見交換

相談支援事業者
障害当事者団体・障害当
事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）

発達障害者支援センター

種別 種別 種別

【就学前児童・就学後児童合同WG】

・就学移行期の情報連携について

・医療的ケア児等支援促進事業の実施について

【医療的ケア児コーディネーター会議】

・要医療重症心身障害児者訪問看護支援事業の制度改正案について

・（仮称）医療的ケア児相談体制支援事業について

両事業とも、事業内容や対象者、実施方法、単価等具体的内容を協議
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第6回 R7.3.21

- R7.1.10

　

（４）今後の課題・取組

・教育と福祉の連携推進に向け、引き続き教育部局と福祉部局、特別支援学校との意見交換を深め

る。

・教育と福祉の連携をテーマとした研修会を開催する。

・児童発達支援センターの中核機能強化に伴い、地域の児童発達支援事業所や関係機関等との連

携・仕組みづくりに向けた意見交換を行う。

【教育と福祉の連携をテーマとした研修会】

・講義：「教育と福祉の連携とこどもたちの進路について」

【講師】

・神尾　美樹　氏（群馬県発達障害者地域支援マネジャー派遣事業講師）

【対象者】

・特別支援教育コーディネーター（幼・小・中）

・市内の放課後等デイサービス事業所

・市内の相談支援専門員

・こども支援部会委員

【児童発達支援・放課後等デイサービス事業所連絡会議】

・令和６年度　群馬県障害福祉従事者等研修（障害児支援研修）の概要報告に

ついて

・こども支援部会における協議内容報告について

・障害福祉課からの事務連絡（地域生活支援事業等の見直しほか）
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【地域生活支援拠点等整備部会】

（１）委員構成

人数 人数 人数

5 児童相談所

県（行政職員）

8

民生委員・児童委員

主任児童委員

地域住民の代表者

その他

計 13

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回 R6.8.8

第2回 R6.12.23

（４）今後の課題・取組

・令和6年4月障害福祉サービス等報酬改定における地域生活支援拠点等の変

更点について

・地域生活支援拠点等の登録事業所の増加に向けた取組、相談支援事業所の取

扱いの変更について

・研修内容の伝達

・地域の体制づくり、事業所登録の促進について

・地域の人材育成について

「親亡き後」を見据え、障害者（児）の地域生活を支援する機能を持った地域生活支援拠点等の整

備に向けた協議を行う。

・構成メンバーを再検討し、取組内容に応じたワーキンググループにおいて特定の課題ごとに集中

的な議論を行う。

・令和６年４月報酬改定への対応を協議する。

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

相談支援事業者
障害当事者団体・障害当
事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）

発達障害者支援センター

種別 種別 種別
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【相談支援部会】

（１）委員構成

人数 人数 人数

16 児童相談所

県（行政職員）

民生委員・児童委員

主任児童委員

地域住民の代表者

その他

計 16

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回 R6.4.17

第2回 R6.5.15

第3回 R6.6.19

第4回 R6.7.17

第5回 R6.8.21

第6回 R6.9.18

【勉強会】

計画作成について

→5月部会の続き。聞き取りによって得られた情報をもとに、グループワーク

にてサービス等利用計画案を作成する演習を行う。

【研修】

令和６年度　指定特定相談支援事業所及び指定障害児相談支援事業所　集団指

導（障害福祉課）

【勉強会】

意見交換・情報共有

→相談員による相談員のための相互相談の場・機会の提供

【研修】

発達障害者支援における面接技法について

講師：発達障害者地域支援マネジャー　石川京子氏（NPO法人リンケージ理

事長）

【報告・連絡】

・参加者自己紹介

・令和６年度報酬改定についての説明

・令和６年度相談支援体制および部会の方針についての説明

【勉強会】

聞き取りについて

相談支援専門員の確保と質の向上を図るため、本市の相談支援体制に係る地域課題を抽出し、解決

に向けた協議を行うとともに、関係機関等への情報提供等を行う。

高齢者介護の関係機関 保育所

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

種別 種別 種別

相談支援事業者
障害当事者団体・障害当
事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）

発達障害者支援センター
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第7回 R6.10.16

第8回 R6.11.20

第9回 R6.12.18

第10回 R7.1.17

第11回 R7.2.19

第12回 R7.3.19

（４）今後の課題・取組

障害児相談支援について

「生活上の問題から支援目標を考える」

講師：齋藤主任相談支援専門員

「成長の道筋　障害児支援において理解しておいた方がいいこと」

講師：中林主任相談支援専門員

「アンテナを張ってつながろう！」

障害基礎年金について

講師：特定社会保険労務士　高草木　悦子氏

「認知症サポーター養成講座」

講師：伊勢崎市地域包括支援センター北・三郷

　　　江村　陽子氏・相場　健一氏

「ココロの疲れをため込まない！

～仕事とココロのバランスを保つ秘訣～」

相談支援専門員のメンタルヘルス研修

講師：群馬県産業保健総合支援センター

　　　保健師・産業カウンセラー　泉　理恵氏

「子どもを真ん中にした連携～相談支援専門員の連携力向上について～」

講師：発達障害者地域支援マネジャー

　　　中澤　由梨氏（NPO法人リンケージ）

・相談支援専門員の確保に向けた取組

・相談支援事業所を対象とした集団指導及び実地指導の実施

・事例検討のほか、モニタリング検証、訪問指導等を通じた相談支援の質の向上

令和６年度伊勢崎市自立支援協議会の特定課題会について、各部会の実施報告

と意見交換
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【権利擁護部会】

（１）委員構成

人数 人数 人数

児童相談所

1

県（行政職員）

5

1 1 民生委員・児童委員

2 主任児童委員

地域住民の代表者

その他 2

計 15

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

（４）今後の課題・取組

高齢者介護の関係機関 保育所

障害を理由とする差別を解消するための取組を効果的かつ円滑に行うため、障害を理由とする差別

に関する相談及び当該相談に係る事例を踏まえた協議を行うとともに、障害の特性や障害者に対す

る理解促進、障害者への合理的配慮の提供に関する本市の取組について協議する。

活動実績なし

権利擁護部会は、障害者差別解消支援地域協議会の役割と機能を持つ特定課題会として設置したもの

であり、今後、障害者の理解促進や差別解消、合理的配慮の提供に係る具体的な取組みについて協議

していく。

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

種別 種別 種別

相談支援事業者
障害当事者団体・障害当
事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

3障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）

発達障害者支援センター
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玉村町障がい者総合支援協議会の概要

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

1 17 3 11 9 5

回数 委員数

2 10
2 15
2 12

全体会 定例会 運営会議

専門部会名

相談支援部会
サービス管理責任者部会

   子ども部会

【構成団体】 玉村町

【事務局】 玉村町障がい者（児）基幹相談支援センター

【設置年月】 平成２１年４月

【運営方法】 委託

【組織図】 体制図とする
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●全体会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

0 児童相談所 0

1 1
1 県（行政職員） 0
0 0 1
1 0 民生委員・自立支援部 2
2 0 主任児童委員 0
0 1 アドバイザー 2
0 0 事務局 4

計 17

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

●定例会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

1 児童相談所 0

0 3
0 県（行政職員） 0
2 0 0
0 0 民生委員・児童委員 0
0 0 主任児童委員 0
0 0 アドバイザー 2
0 0 事務局 3

計 11

（２）取組（テーマ）

・令和７年度体制図について
・令和７年度年間スケジュールについて
・令和６年度事業報告について

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

1

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

0

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
社会福祉協議会
障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者

種別 種別 種別
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（３）活動内容
第1回定例会
・群馬県障害者芸術文化活動支援センター　こ・ふぁんから事業説明
・講話　「障害者自立支援協議会」について
NPO法人コミュニティワークスたかさき
障害者サポートセンターなかい
アドバイザー　金井　正敏　氏
・令和６年度の活動について
①自己紹介
②体制図について
③分野別開催について
④年間スケジュールについて
⑤令和６年全体研修について

第2回定例会
・講演　「障害者虐待について」
社会福祉法人北毛清流会
利根沼田障害者相談支援センター
所長　仲丸 守彦　氏

第3回定例会
・個別支援会議からの報告について
・令和６年度玉村町総合支援協議会事業報告について
・令和７年度総合支援協議会体制図について
・令和７年度玉村町総合支援協議会参加者について
・令和７年度年間スケジュールについて
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●運営会議の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

児童相談所
2

県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者
事務局 3

計 5

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

第3回運営会議
障害者虐待防止法コア会議に変更のため中止

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

第1回運営会議
議　題
第１回定例会の議題について
（ア）個別支援会議からの報告について
（イ）協議事項について
・第１回定例会の開催について
・第６次玉村町障がい者福祉計画、第７期玉村町障害福祉計画、第３期玉村町障児福祉計画の
送付について
・令和６年度発達障害者支援マネージャー研修について
・障害者虐待防止（委員会等を含む）について
・６月の研修会について
・精査会について
　
第2回運営会議
共有事項
（ア）個別支援会議からの報告について
（イ）定例会委員について
（ウ）相談支援部会事務局からの報告について
（ウ）計画相談について

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

種別 種別 種別
相談支援事業者
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第12回運営会議
議　題
・全体会について
・第3回定例会について

第4回運営会議
議題
（ア）地域生活支援拠点について
（イ）相談支援体制について
（ウ）セルフプランについて
（エ）障害者虐待研修について

第5回運営会議
障害者虐待防止法コア会議に変更のため中止

第6回運営会議
議題
（ア）地域生活支援拠点について
（イ）障害者虐待について

第7回運営会議
障害者虐待防止法コア会議に変更のため中止

第8回運営会議
議　題
・障害者虐待防止研修について

第9回運営会議
議　題
・来年度の協議会のテーマについて

第10回運営会議
議題
・令和６年度各部会の実績報告について
・令和７年度の協議会スケジュールについて
・令和７年度全体研修について
・令和７年度の協議会のテーマについて
・地域生活支援拠点について
・令和７年１月の定例会と相談支援部会の文書開催について

第11回運営会議
議　題
・全体会について
・来年度の協議会のテーマについて
・年間スケジュールについて
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●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【相談支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
5 児童相談所 0

1 1
1 県（行政職員） 0
1 0 0
0 0 民生委員・児童委員 0
0 0 主任児童委員 0
0 0 地域住民の代表者 0
0 0 その他 1

計 10

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

（４）今後の課題・取組

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

0

・個別支援会議からの報告
・地域生活支援拠点について
・障害者虐待研修について
・利根沼田の取り組みについて
・今後の取り組みと役割分担について

・来年度も専門部会として、地域の相談支援専門員との連携を図れるようにしていく。

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員
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【サービス管理責任者部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
2 児童相談所

1
県（行政職員）

12
民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者
その他

計 15

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

（４）今後の課題・取組

【子ども部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
2 児童相談所

1
県（行政職員）

8
民生委員・児童委員
主任児童委員

1 地域住民の代表者
その他

計 12

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

（４）今後の課題・取組
・来年度も専門部会として、各事業所と情報共有し合えるようにしていく。

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

・夏休み、どこに行く？何する？
・第2回部会（講演会）で聞きたいこと
・報酬改定で、みんなどうしてる？聞きたいことある？
・講演会「発達障がい基本のき～『不適切な対応』を防ぐために～」

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

・報酬改定について
・個別支援計画作成について
・グループホームでの日中の支援について
・グループホームでの食費、水光熱費等の取扱いについて
・就労継続支援B型事業所の工賃向上について
・来年度について

・来年度も専門部会として、各事業所と情報共有し合えるようにしていく。

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員
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高崎市障害者支援協議会の概要

高崎市

高崎市

平成19年1月

直営

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

2 20 2 11 - -

回数 委員数

生活支援部会 1 12
権利擁護部会 1 8
計画策定部会 1 8
地域生活支援拠点部会 1 10

【構成団体】

【事務局】

【設置年月】

【運営方法】

【組織図】

全体会 定例会 運営会議

専門部会名
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●全体会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

2 児童相談所 1

1
県（行政職員）

2 2
2 1 民生委員・児童委員 1
2 1 主任児童委員

地域住民の代表者 1
その他 1

計 20

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
R6.5.30　第1回全体会開催
R7.1.9　　第2回全体会開催

●定例会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

5 児童相談所

県（行政職員）
6

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者
その他

計 11

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
地域の現状や課題などを情報共有し、必要に応じて特定課題部会に問題提起する。

R6.7.9　　第1回定例会開催
R6.9.10　第2回定例会開催

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター
障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

・

・

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター
障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

・

・

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

3

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）
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●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【生活支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
2 児童相談所
1

県（行政職員）
1 1
2 民生委員・児童委員
1 1 主任児童委員

地域住民の代表者 1
その他

計 12

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
R6.12.10

（４）今後の課題・取組

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター
障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

（１） 障害者等の就労及び地域生活に係る支援等に関する事項

・定例会にて出された課題などをテーマに協議していく

・引き続き日中サービス支援型共同生活援助事業所の運営の評価を行う。

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

2

高崎市障害者支援協議会　生活支援部会開催
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【権利擁護部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
1 児童相談所 1

県（行政職員）
1 1

1 民生委員・児童委員 1
1 主任児童委員

地域住民の代表者
その他

計 8

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
R6.10.10 高崎市障害者支援協議会　権利擁護部会開催

①成年後見制度の利用状況について

（４）今後の課題・取組

【地域生活支援拠点部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
8 児童相談所

県（行政職員）
2

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者
その他

計 10

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
R6.11.5 地域生活支援拠点部会開催

①地域生活支援拠点部会の設置について
②拠点対応事案報告

（４）今後の課題・取組

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター
障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・障害者等の虐待防止や差別解消及び権利擁護等に関する事項

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

・
・

・定例会にて出された課題などをテーマに協議していく
・
・

種別 種別 種別
相談支援事業者

・

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

1

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・障害者等の親なき後を支える地域生活支援拠点等事業に関する事項

・

・

・

・

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター
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安中市自立支援協議会の概要

安中市

安中市

直営

下図のとおり

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

1 57 5 26 6 3

回数 委員数

相談支援部会 5 8
施設事業所・就労支援部会 5 31
グループホーム部会 1 6
地域生活支援拠点部会 1 5
発達支援部会 3 12

平成18年10月1日

専門部会名

【構成団体】

【事務局】

【設置年月】

【運営方法】

【組織図】

全体会 定例会 運営会議

安中市障害者計画・障害福祉計画

安中市自立支援協議会（全体会）年１回

安中市自立支援協議会（定例会）年５回

相談支援事業所、就労支援施設、児童発達支援事業所、民生委員、
障害者就業・生活支援センター、行政

発達支援部会

グループホーム部会 施設事業所・就労支援部会

地域生活支援拠点部会

相談支援部会

個別支援会議

相談支援事業所・市役所

相談者（身体・知的・精神・児童・難病）

相談 支援
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●全体会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

7 児童相談所 1

1 11
県（行政職員） 1

15
1 民生委員・児童委員 1
4 1 主任児童委員
1 地域住民の代表者 1

2 その他 3

計 57

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回

　

・

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

・

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

7障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

令和6年8月29日
①講演
演題 ： 「障害者虐待防止について」
1部　虐待防止の捉え方、虐待防止が求めるもの
２部　具体的に虐待を理解し、支援行為に活かすサービス提供（身体拘束を中心に）

講師 : 相談支援事業所アトム　　管理者　相談支援専門員
群馬県障害者権利擁護センター 　相談員　　　　　　　山﨑　孝　様
　

②報告
（１）令和5年度活動報告
（２）第6期安中市障害福祉計画・第2期安中市障害児福祉計画について
（3）第4期安中市障害者計画・第7期安中市障害福祉計画・第3期安中市障害児福祉
計画について

出席者：38名
（講演は委員外の福祉、医療関係者も受講）
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●定例会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

7 児童相談所
1 6

県（行政職員）
9

民生委員・児童委員 1
主任児童委員
地域住民の代表者

その他 2

計 26

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回　 R6.4.11（木）
＜議題＞ 報告 ・部会報告

協議
・今後の定例会、全体会について

第2回　　R6.6.13（木）
＜議題＞　報告 ・部会報告

・アドバイザーより報告
・出席者より報告

協議 ・全体会について

第3回　　R6.10.10（木）
＜議題＞　報告 ・部会報告

・アドバイザーより報告
・出席者より

協議 ・全体会の感想、振り返りについて

第4回　　R6.12.12（木）
＜議題＞ 報告 ・部会報告

・アドバイザーより報告
・出席者より

協議 ・地域生活支援拠点部会報告について（緊急案件の短期入所について）
・精神障害にも対応した地域包括ケアシステムについて
・来年度の自立支援協議会の日程について

第5回　　R7.2.15(木)
＜議題＞ 報告 ・部会報告

・アドバイザーより報告
・出席者より

協議 ・サービスマップについて
・精神障害にも対応した地域包括ケアシステムについて
・来年度の定例会について

・

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

・

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

・拠点の見直し、体制づくりの検討
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●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【相談支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
7 児童相談所

1
県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 8

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回　　R5.4.13（木）
・自己紹介、部会長の選定、部会の方針確認

第2回　　R5.6.15（木）
・困難ケースの検討について

第3回　　R4.12.8（木）R6.10.10（木）
・３市（安中・富岡・藤岡）合同研修会について
・研修受講の報告

第4回　　R4.12.8（木）R6.12.12（木）
・３市合同研修会について

第5回　　R5.2.9(木)R7.2.13(木)
・モニタリングの署名について
・セルフプランの導入について
・来年度の部会長の検討

（４）今後の課題・取組

・困難ケースの検討や勉強会を実施し、部会の発展を目指す。

・

・

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター
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【施設事業所・就労支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
児童相談所

県（行政職員）
30

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 30

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回 R６.7月 研修会（アンガーマネジメント）

第2回 R6.8月 オンライン部会

第3回 R６.10月 研修会（ワールドカフェ）

第4回 R7.1月 管理者定例会

第5回 R7.2月 研修会（ワールドカフェ）

（４）今後の課題・取組

・

・

・意見交換、事例検討を継続実施

・研修会を企画していく

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・情報共有（施設事業所部会と合同）

・

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

相談支援事業者 障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

種別 種別 種別
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【グループホーム部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
児童相談所

県（行政職員）
6

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 6

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 Ｒ7.1月 研修会（運営指導、感染対策委員会などについて）

（４）今後の課題・取組

【地域生活支援拠点部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
3 児童相談所

1
県（行政職員）

2
民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 6

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
R7.3月  緊急時対応の振り返り、課題の抽出

（４）今後の課題・取組

・

・各部会や定例化等を通して周知、体験等に繋げる
・
・

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業
高齢者介護の関係機関

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

保育所

・緊急時受入れの周知
・

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

保健所・保健センター

・

・

・年2回の実施を予定しており、部会の定着化を図る。

・

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・グループホーム同士の横の繋がりを作る

・

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

相談支援事業者 障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

種別 種別 種別
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【発達支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
7 児童相談所

県（行政職員）
5

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 12

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回 Ｒ６.6月 情報交換会

第2回 Ｒ6.1１月 事例検討会（出席者は福祉サービス事業者、担当の相談支援専門員）

第3回 Ｒ7.2月 事例検討や来年度の方向性を検討

（４）今後の課題・取組

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・事例検討

・情報共有

・

・年3～4回の実施を予定しており、部会の定着化を図る。

・

・
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藤岡市障害者自立支援協議会の概要

藤岡市

藤岡市福祉課

平成２４年４月

直営

1

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

1 19 4 8

回数 委員数

子ども支援部会 2 10
地域包括ケアシステム部会 3 12
就労支援部会 3 10

【構成団体】

【事務局】

【設置年月】

【運営方法】

【組織図】

全体会 定例会 運営会議

専門部会名

全体会
・年１回以上開催

・構成員（１９名）：相談支援事業者、学識経験者、障害福祉サービス

事業者、医療機関、教育関係機関、障害者団体代表者、ハローワー

ク、就業・生活支援センター、民生児童委員、社会福祉協議会、行政

機関（市及県保健福祉事務所等）

子ども支援部会

・年１回以上開催
・構成員（１０名）

相談支援事業者、
障害者団体代表
者、障害福祉サー
ビス事業者、教育
関係機関（小中学
校、特別支援学
校）、学識経験者
（NPO法人）、行政
機関

地域包括ケアシス
テム部会
・年１回以上開催
・構成員（１２名）

相談支援事業者（基
幹相談含む）、医療
機関、保健福祉事
務所、民生児童委
員、学識経験者（大
学）、障害者団体代
表者、社会福祉協
議会

就労支援部会

・年１回以上開催
・構成員（１０名）

障害者就業・生活
支援センター、教
育関係機関（特別
支援学校）、ハ
ローワーク、社会
福祉協議会、障害
福祉サービス事
業者
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●全体会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
1 児童相談所
1

県（行政職員）
5
1 2 民生委員・児童委員 1
4 1 主任児童委員

1 地域住民の代表者
その他

計 19

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回 R7.2.14
＜議題＞ 報告 ■各部会からの活動報告

・地域包括ケアシステム部会
「藤岡ふれあいフェスタの開催」
「介護と障害分野関係者による勉強会と制度解説冊子の作成」

・就労支援部会
「障害者雇用説明会及び面接会の開催」
「先進地視察の情報共有」

・子ども支援部会
「放デイワーキンググループ報告」

■障害福祉計画・障害児福祉計画の1年目評価
・成果目標における現状の取組み状況の報告
・質疑応答

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

2

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・障害福祉計画、障害児福祉計画のⅠ年目評価について

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員
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●運営会議の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
2 児童相談所
1

県（行政職員）
4

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者
その他

計 8

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回 R6.5.30
＜議題＞ 報告 ・在宅心身障害児者等紙おむつ等購入費補助事業

議事 ・新規助成制度の新設検討
・日中サービス支援型GH実施事業所の評価
・事例検討

第2回 R6.8.23
＜議題＞ 報告 ・前回開催後の経過報告

・各部会からの報告

第3回 R6.12.20
＜議題＞ 報告 ・各部会からの報告

議事 ・障害福祉計画、障害児福祉計画の中間評価
・伝達事項

第4回 R7.3.31
＜議題＞ 議事 ・次期協議会への課題取組みの引き継ぎ

・日中サービス支援型GHの協議会評価

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

1

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・各部会の活動報告について

・本会開催に向けた議題について

・新たなニーズに応じた部会新設の検討

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

種別 種別 種別
相談支援事業者
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●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【子ども支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
1 児童相談所

1
県（行政職員）

2
1 民生委員・児童委員

3 主任児童委員
地域住民の代表者
その他

計 10

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回 R6.10.2
＜議題＞ ・放課後等デイサービスワーキンググループ報告

・放課後等デイサービス利用者増に伴う課題検討

第2回 R7.3.18
＜議題＞ ・放課後等デイサービス利用児童調査結果

・放課後等デイサービス利用ニーズ課題取組検討

（４）今後の課題・取組

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

2

・放課後等デイサービスと学童の情報共有のための情報交換会の開催

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・児童通所事業所における課題及びその解消に向けた検討を重ねて体制づくりを目指す

相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者

種別 種別 種別

- 90 -



【地域包括ケアシステム部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
2 児童相談所

県（行政職員）
3
2 1 民生委員・児童委員 1

主任児童委員
1 地域住民の代表者

その他 1

計 12

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回 R6.7.12
＜議題＞ ・ふじおかふれあいフェスタ実施方法について

・地域課題における協議と事例検討について

第2回 R6.10.15
＜議題＞ ・ふじおかふれあいフェスタについて

・事例検討を通じた地域課題について

R6.11.23
・ふじおかふれあいフェスタ開催

第3回 R7.3.19
＜議題＞ ・ふじおかふれあいフェスタ振り返り

・事例検討を通じた地域課題について

（４）今後の課題・取組

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

1

高齢者介護の関係機関 保育所

・地域課題における情報発信

・事例検討を通じた地域課題についての情報発信

発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
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【就労支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
児童相談所

1
県（行政職員）

5
民生委員・児童委員

2 1 主任児童委員
地域住民の代表者
その他 1

計 10

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回 R6.5.28
＜議題＞ ・就労支援部会の活動について

・部会を活用した施設紹介（PR活動）について

第2回 R6.7.23
先進地視察 ・栃木県先進地2カ所視察

第3回 R6.12.9
＜議題＞ ・障害者雇用企業説明会、面接会の開催について

雇用企業説明会・面接会
R7.2.19 ・市有施設にて説明会・面接会実施（8社程度）

（４）今後の課題・取組

・説明会、面接会における申込制、時間配分の検討

・先進地視察における情報の共有と支援方法の検討

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・一般就労及び福祉的就労分野における専門性、工賃増額に向けた取組の検討

・障害者のための企業説明会及び就職面接会の開催

相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者

種別 種別 種別

- 92 -



上野村協議会の概要

上野村

上野村

平成２０年３月

直営

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

1 10

回数 委員数

相談支援部会 1 7
就労支援部会 1 7
地域生活支援部会 1 7

【構成団体】

【事務局】

【設置年月】

【運営方法】

【組織図】

全体会 定例会 運営会議

専門部会名

全体会
・年１回開催
・構成員（１０名）：学識経験者、相
談支援事業者、医療関係者、教育関係
者、民生・児童委員、保健センター、
保育所、行政職員

相談支援部会
・年１回開催
・構成員（７名）：相談支

援事業者、相談支援事業者、

医療関係者、民生・児童委

員、保健センター、保育所

就労支援部会
・年１回開催
・構成員（７名）：相談支援事業

者、相談支援事業者、医療関

係者、民生・児童委員、保健セ

ンター、保育所

地域生活支援部会
・年１回開催
・構成員（７名）：相談支援事業
者、相談支援事業者、医療関
係者、民生・児童委員、保健セ
ンター、保育所
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●全体会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
1 児童相談所

3
県（行政職員）

1 1 民生委員・児童委員 1
1 主任児童委員

1 地域住民の代表者
1 その他

計 10

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 R6.11.25

【議題】協議　・障害福祉政策について

●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【相談支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
1 児童相談所

2
県（行政職員）

民生委員・児童委員 1
1 主任児童委員

1 地域住民の代表者
1 その他

計 7

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 R6.11.25 相談支援部会・就労支援部会・地域生活支援部会合同開催

【議題】協議　・ケース（事例）検討について

（４）今後の課題・取組

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・障害福祉政策について

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター
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【就労支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
1 児童相談所

2
県（行政職員）

民生委員・児童委員 1
1 主任児童委員

1 地域住民の代表者
1 その他

計 7

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 R6.11.25 相談支援部会・就労支援部会・地域生活支援部会合同開催

【議題】協議　・ケース（事例）検討について

（４）今後の課題・取組

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

相談支援事業者 障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

種別 種別 種別
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【地域生活支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
1 児童相談所

2
県（行政職員）

民生委員・児童委員 1
1 主任児童委員

1 地域住民の代表者
1 その他

計 7

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 R6.11.25 相談支援部会・就労支援部会・地域生活支援部会合同開催

【議題】協議　・ケース（事例）検討について

（４）今後の課題・取組

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター
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神流町自立支援協議会の概要

神流町

神流町　保健福祉課

平成19年４月

直営

下図のとおり

構成員 ７人

　　・相談支援事業者
　　・社会福祉協議会
　　・障害福祉サービス事業所
　　・民生委員児童委員協議会
　　・保健師（行政）
　　・教育委員会
　　・行政職員（担当課）

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

1 7

回数 委員数

専門部会設置なし

全体会

【構成団体】

【事務局】

【設置年月】

【運営方法】

【組織図】

全体会 定例会 運営会議

専門部会名
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●全体会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
1 児童相談所

2
県（行政職員）

1
民生委員・児童委員 1

1 主任児童委員
地域住民の代表者

1 その他

計 7

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第１回
報告 自立支援協議会の内容及び活動等について

　・協議会の目的や内容等について説明
　・地域支援体制整備の内容確認及び各機関の対応並びに連携の説明
　・区域内対象者及び関係者の現況等の情報共有

協議 事例検討
　・委託先相談支援事業所における過去の事例検討実施

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

・

・

令和7年1月20日

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員
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富岡地域自立支援協議会の概要

富岡市、下仁田町、南牧村、甘楽町

全体会（各市町村）、定例会・部会（相談支援事業所みのり）

平成１８年１０月

直営＋委託（全体会は直営、定例会・部会は委託）

別紙のとおり

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

1 21 6 19 - -
※全体会は富岡市自立支援協議会の数字（他3町村は開催なし）

回数 委員数

相談支援部会 4 9
就労支援部会 4 23
こども部会 5 9
地域生活支援部会 2 13
精神部会 3 18

定例会 運営会議

専門部会名

【構成団体】

【事務局】

【設置年月】

【運営方法】

【組織図】

全体会
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●全体会の取組（テーマ）・活動内容等
※全体会は富岡市自立支援協議会の内容・数字（他3町村は開催なし）

（１）委員構成
人数 人数 人数

1 児童相談所 0

1 1
0 県（行政職員） 1
8 0 0
0 0 民生委員・児童委員 1
1 1 主任児童委員 0
0 1 地域住民の代表者 0

0 0 その他 1

計 21

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

種別 種別 種別

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

相談支援事業者 障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

4障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

・活動状況報告・情報交換

・地域の関係機関によるネットワーク構築等に向けた協議

・地域の社会資源の開発、改善に関する協議

・委託相談支援事業者の運営評価等

・地域の障害福祉に関するシステムづくりに関する協議

・その他

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・障害福祉プランの進捗状況評価、計画策定に関する協議

・地域課題・困難事例対応等に関する協議、調整

・障害福祉プラン（障害者基本計画・障害福祉計画・障害児福祉計画）の進捗報告（報告・検証）、
策定の報告
・関係機関からの活動報告・情報共有

- 100 -



●定例会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

5 児童相談所 0

1 4
0 県（行政職員） 1
4 0 0
0 0 民生委員・児童委員 0
1 1 主任児童委員 0
0 2 地域住民の代表者 0

0 0 その他 0

計 19

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

0障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

・各種情報交換・課題検討

・研修会・講演会等の開催

(1) 部会開催回数・参加人数
　　 ア　開催頻度・回数：５月、７月、９月、１１月、１月、３月　計６回
　　 イ　会場：構成４市町村役場会議室等
(2) 取組内容等
　　 ア　各部会の活動報告・情報共有
　　 イ　アール・ブリュットトミオカについて
　　 ウ　介護保険と障害福祉サービスとの連携について
　　 エ　地域生活支援拠点事業について
　　 オ　各種情報交換・課題検討（成年後見制度、防災の避難対策、等）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・各部会の活動報告・情報共有

・ケース及び活動報告・情報共有
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●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【相談支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
5 児童相談所

4
県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 9

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

（４）今後の課題・取組

種別 種別 種別

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

相談支援事業者 障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

(1) 開催回数等
　　 ア　開催頻度・回数：７月、８月、１２月、２月　計４回
　　　　　　　　　　　　　　　 （別途打ち合わせ等あり）
　　 イ　会場：構成４市町村役場会議室等
(2) 取組内容等
　　 ア　法改正・報酬改定に伴う対応について
　　 イ　各種情報交換・課題検討
　　 ウ　事例検討
　　 エ　3市合同研修会（富岡・安中・藤岡）

・例年どおり、年に数回、情報共有やケース検討をする

・地域の課題について取り組んでいく

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・法改正、障害者福祉サービスの情報を共有することで富岡地域での認識の統一を図る

・相談ケース検討
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【就労支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
2 児童相談所
1 6

県（行政職員） 1
8
2 民生委員・児童委員
2 1 主任児童委員

地域住民の代表者

その他

計 23

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

種別 種別 種別

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

相談支援事業者 障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

(1) 開催回数等
　　 ア　開催頻度・回数：５月、８月、１１月、１月　計４回　※１１月はシンポジウム
　　　　　　　　　　　　　　　 （別途打ち合わせ等あり）
　　 イ　会場：構成４市町村役場会議室等
(2) 取組内容等
　　 ア　今後の取組事項検討（セミナー・シンポジウム開催、地域資源マップの拡充・更新等）
　　 イ　各種情報交換・課題検討
　　 ウ　地域資源マップの拡充・更新
　　 エ　就労支援シンポジウム開催
　　　　　期日：令和６年１１月２０日、
　　　　　場所：富岡市生涯学習センター、内容：講演会・物品販売・和太鼓演奏等
　　　　　講演会講師：折茂　雄介氏（当事者）、参加者数：約１５０名

・地域資源マップの拡充・更新

・継続的なイベント（セミナー・シンポジウム・物品販売等）開催

・地域の課題を収集し、対応策を検討

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・障害を持っている方の就労を支援する仕組みを検討する
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【こども部会】

（１）委員構成

人数 人数 人数
5 児童相談所

4
県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 9

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

（４）今後の課題・取組

・不登校児やひきこもりに関する協議の実施

・医療的ケア児等支援のための協議の場として、検討・協議継続

・医療的ケア児等支援のための関係機関との連携強化

種別 種別 種別

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

相談支援事業者 障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

・医療的ケア児等支援のための協議の場

(1) 開催回数等
　　 ア　開催頻度・回数：６月、７月、８月、１２月、２月　計５回　※８月は研修、２月は協議の場
　　　　　　　　　　　　　　　 （別途打ち合わせ、アンケート調査等あり）
　　 イ　会場：構成４市町村役場会議室等
(2) 取組内容等
　　 ア　医療的ケア児等支援のための協議の場について
　　 イ　発達支援マネージャー研修（県発達障害者マネージャー派遣事業）
　　 ウ　各種情報交換・課題検討
　　 エ　圏域事業所（協議会構成員ではない障害児通所支援事業所等）との情報交換会開催
※医療的ケア児等支援のための協議の場

・継続して研修会（県発達障害者マネージャー派遣事業等）を開催

・発達障害（対象者を思春期～）についての理解を深め、支援に繋げていく

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・福祉サービス利用等を通して、地域で関わる「こども」たちの課題を把握

・テーマを決めて検討を行い、支援に生かしていく

・圏域事業所（協議会構成員ではない障害児通所支援事業所等）との情報共有等の連携強化
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【地域生活支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
5 児童相談所

4
県（行政職員） 2

2
民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 13

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

（４）今後の課題・取組

種別 種別 種別

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

相談支援事業者 障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

(1) 開催回数等
　　 ア　開催頻度・回数：７月・３月　計２回
　　　　　　　　　　　　　　　 （別途打ち合わせ等あり）
　　 イ　会場：構成４市町村役場会議室等
(2) 取組内容等
　　 ア　地域生活支援拠点事業の機能充実に向けた検証及び検討
　　 イ　今後の取組事項検討
　　 ウ　各種情報交換・課題検討

・地域生活支援拠点事業の様式等の変更・運用について協議検討

・機能充実と連携体制の強化のため、拠点事業所等の増加・確保の推進

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・地域生活支援拠点事業の機能充実に向けた検証及び検討

・機能充実と連携体制の強化のため、拠点事業所等の増加・確保の推進

・支援が必要な利用者（ハイリスクケース等）の登録の促進

・地域生活支援拠点事業の機能充実に向けた検証及び検討
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【精神部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
5 児童相談所

8
県（行政職員） 1

4 民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 18

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

（４）今後の課題・取組

種別 種別 種別

(1) 開催回数等
　　 ア　開催頻度・回数：６月、１２月、１月　計３回（別途打ち合わせ等あり）
　　 イ　会場：構成４市町村役場会議室等
(2) 取組内容等
　　 ア　精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムについて
　　 イ　改正精神保健福祉法に関する情報共有や対応状況の情報交換等
　　 ウ　各種情報交換・課題検討
　　 エ　研修会開催 ①精神保健福祉における警察の役割、対応状況。
　　　　　　　　　  　    ②精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する研修
　

・精神障害者にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する協議の場として、検討・協議継続

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・精神障害者にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する研修や協議

・改正精神保健福祉法に関する情報共有や対応状況の情報交換等

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

相談支援事業者 障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター
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富岡地域自立支援協議会 組織図 

 

 

※全体会は、構成４市町村・事業者等全体の会議は設けず、各市町村がそれぞれの状況に合わせて不定期に開催し、情報共有等の連携実施。 

 

 

 

 

 

  

 

※定例会・部会は、構成４市町村・事業者等で構成し、定期的に会議開催・事業実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

富岡市自立支援協議会 

・開催回数：年１回以上 

・構成員：２１名 

全体会

別紙１ 

定例会・部会

定例会 

・開催回数：年６回 

・構成員（１９名）：相談支援事業者・障害福祉サービス事業者・地域活動支援センター・保健医療関係者・

雇用就労関係者・県アドバイザー・関係機関の職員等 

精神部会 

・開催回数：必要に応じ

て随時 

・構成員（１８名）：相談

支援事業者・保健医療関

係者・関係機関の職員等 

※精神障害者にも対応し

た地域包括ケアシステム

の構築に関する協議の場 

 

 

就労支援部会 

・開催回数: 必要に応じて

随時 

・構成員（２３名）：相談

支援事業者・障害福祉サ

ービス事業者・地域活動

支援センター・保健医療

関係者・教育関係者・雇

用就労関係者・関係機関

の職員等 

地域生活支援部会 

・開催回数：必要に応じて

随時 

・構成員（１３名）：相談

支援事業者・障害福祉サー

ビス事業者・県アドバイザ

ー・関係機関の職員等 

 

 

 

こども部会 

・開催回数：必要に応じて

随時 

・構成員（９名）：相談支

援事業者・障害福祉サービ

ス事業者・関係機関の職員

等 

※医療的ケア児等支援のた

めの協議の場 

 

相談支援部会 

・開催回数：必要に応じて

随時 

・構成員（９名）：相談支

援事業者・障害福祉サー

ビス事業者・関係機関の

職員等 

 

 

 

下仁田町自立支援協議会 

・開催回数：不定期 

・構成員： 

南牧村自立支援協議会 

・開催回数：不定期 

・構成員： 

甘楽町自立支援協議会 

・開催回数：不定期 

・構成員： 
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富岡地域自立支援協議会 組織図 

 

 

※全体会は、構成４市町村・事業者等全体の会議は設けず、各市町村がそれぞれの状況に合わせて不定期に開催し、情報共有等の連携実施。 

 

 

 

 

 

  

 

※定例会・部会は、構成４市町村・事業者等で構成し、定期的に会議開催・事業実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

富岡市自立支援協議会 

・開催回数：年１回以上 

・構成員：２１名 

全体会

別紙１ 

定例会・部会

定例会 

・開催回数：年６回 

・構成員（１９名）：相談支援事業者・障害福祉サービス事業者・地域活動支援センター・保健医療関係者・

雇用就労関係者・県アドバイザー・関係機関の職員等 

精神部会 

・開催回数：必要に応じ

て随時 

・構成員（１８名）：相談

支援事業者・保健医療関

係者・関係機関の職員等 

※精神障害者にも対応し

た地域包括ケアシステム

の構築に関する協議の場 

 

 

就労支援部会 

・開催回数: 必要に応じて

随時 

・構成員（２３名）：相談

支援事業者・障害福祉サ

ービス事業者・地域活動

支援センター・保健医療

関係者・教育関係者・雇

用就労関係者・関係機関

の職員等 

地域生活支援部会 

・開催回数：必要に応じて

随時 

・構成員（１３名）：相談

支援事業者・障害福祉サー

ビス事業者・県アドバイザ

ー・関係機関の職員等 

 

 

 

こども部会 

・開催回数：必要に応じて

随時 

・構成員（９名）：相談支

援事業者・障害福祉サービ

ス事業者・関係機関の職員

等 

※医療的ケア児等支援のた

めの協議の場 

 

相談支援部会 

・開催回数：必要に応じて

随時 

・構成員（９名）：相談支

援事業者・障害福祉サー

ビス事業者・関係機関の

職員等 

 

 

 

下仁田町自立支援協議会 

・開催回数：不定期 

・構成員： 

南牧村自立支援協議会 

・開催回数：不定期 

・構成員： 

甘楽町自立支援協議会 

・開催回数：不定期 

・構成員： 
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吾妻地域自立支援協議会の概要

中之条町、長野原町、嬬恋村、草津町、高山村、東吾妻町

中之条町

平成１９年２月

相談支援事業所へ委託

別紙のとおり

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

1 57 12 27 12 8

回数 委員数

西吾妻地域部会 12 28
精神保健部会 3 16
療育部会 - 14
知的障害者当事者部会 2 9
吾妻東部地域部会 2 19
就労部会 4 13
制度部会 - 16
地域生活支援拠点検討部会 1 17
事業所部会 7 13
相談支援部会 7 13

●全体会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
11 児童相談所
3 15
1 県（行政職員） 1
14

民生委員・児童委員
主任児童委員

2 地域住民の代表者

その他 9

計 57

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 R7.2.26

〈議題〉 1．特定課題会議（部会）報告
2．令和6年度吾妻地域自立支援協議会の活動状況
3．令和6年度吾妻地域自立支援協議会　課題協議結果と次年度課題
4．令和7年度吾妻地域自立支援協議会　開催計画と運営確認事項

【構成団体】

【事務局】

【設置年月】

【運営方法】

【組織図】

全体会 定例会 運営会議

専門部会名

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

1障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・自立支援協議会活動報告

・翌年度の活動方針の策定
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●定例会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
7 児童相談所
2 11
1 県（行政職員） 1

民生委員・児童委員
主任児童委員

1 地域住民の代表者

その他 3

計 27

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回　 R6.4.16
〈議題〉 協議 日中サービス支援型共同生活援助に係る評価結果について

基幹相談支援センター等機能強化事業について
精神部会について
療育部会について
相談支援事業の連携・体制強化について
配置加算、報酬改定について

第2回　 R6.5.21
〈議題〉 報告 部会報告（就労部会）

協議 育成会の今後の在り方について
あがつま相談支援センター　指定一般相談支援の取扱いについて
事例検討

第3回　 R6.6.18
〈議題〉 協議 県の自立支援協議会打ち合わせについて

今後の予定について
吾妻地域自立支援協議会　講演会（最終案）について
障害者虐待防止に関する研修について

第4回 R6.7.16
〈議題〉 研修 吾妻地域自立支援協議会　-特別講演会-

『障害者の意思決定支援と相談事業　自立支援協議会の基本』
講師　独立行政法人　国立重度知的障害者総合支援のぞみの園
　　　　理事長　田中正博　氏

第5回 R6.8.20
〈議題〉 報告 事業所紹介

部会報告（西吾妻地域部会、就労部会、相談支援部会、精神保健部会
特別講演会報告
虐待防止研修会報告

協議 相談支援の医療、保育、教育機関等連携加算について（通院同行の記録、
報告様式案について）
機能強化型体制加算の取扱いについて
顔の見える協議会について
視察研修について
高齢者補聴器購入費助成制度について

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

1障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・全体会議にて決定した要検討課題の協議
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第6回 R6.9.17
〈議題〉 報告 部会報告（西吾妻地域部会）

協議 視察研修について
支援区分調査員証の発行について
全体会議、講演会について
事例検討

第7回 R6.10.15
〈議題〉 報告 事業所紹介

部会報告（西吾妻地域部会）
協議 全体会議、講演会について

視察研修について

第8回 R6.11.19
〈議題〉 研修 視察研修

社会福祉法人　北毛清流会　障害者生活支援センター　はーもにー
「利根沼田地域生活支援拠点について」

社会福祉法人　久仁会　SONATARUE
社会福祉法人　久仁会　いきいき未来の森
「利根沼田地域　地域共生拠点等」整備について

第9回 R6.12.17
〈議題〉 報告 事業所紹介

部会報告（就労部会、西吾妻地域部会）
協議 視察研修の報告及び振り返り

全体会議、講演会について
児童通所支援個人負担分の公費負担軽減について
事例検討

第10回 R7.1.21
〈議題〉 報告 事業所紹介

部会報告（西吾妻地域部会、精神保健部会）
協議 最近のトレンド（意思決定支援）について

事例検討

第11回 R7.2.18
〈議題〉 報告 事業所紹介

部会報告（知的障害者当事者部会、吾妻東部地域部会）
協議 全体会議の事前確認

日中サービス支援型共同生活援助の評価について

第12回 R7.3.18
〈議題〉 報告 事業所紹介

部会報告（西吾妻地域部会）
全体会議研修会報告

協議 日中サービス支援型共同生活援助の評価について
就労選択支援について
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●運営会議の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
7 児童相談所

1
県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 8

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 R6.4.2
第2回 R6.5.7
第3回 R6.6.4
第4回 R6.7.2
第5回 R6.8.6
第6回 R6.9.3
第7回 R6.10.1
第8回 R6.11.5
第9回 R6.12.3
第10回 R7.1.7
第11回 R7.2.4
第12回 R7.3.4
〈議題〉 協議 自立支援協議会（定例会議）の議題について

●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【西吾妻地域部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
6 児童相談所

8
県（行政職員）

1 民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他 8

計 28

（２）取組（テーマ）

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

高齢者介護の関係機関 保育所

・自立支援協議会（定例会議）の協議事項の確認

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

5障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・西吾妻地域（長野原町、嬬恋村、草津町、中之条六合地区）の障害福祉拡充について
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（３）活動内容
第1回　 R6.4.23
〈議題〉 報告 定例会の報告

委託支援事業所活動報告
協議 年間スケジュールについて

第2回　 R6.5.28
〈議題〉 報告 定例会の報告

委託支援事業所活動報告
協議 年間スケジュールについて

第3回　 R6.6.25
〈議題〉 報告 定例会の報告

委託支援事業所活動報告
協議 イベント・講演会の内容募集

第4回　 R6.7.23
〈議題〉 報告 定例会の報告

委託支援事業所活動報告
協議 イベント・講演会の内容募集

第5回　 R6.8.27
〈議題〉 報告 定例会の報告

委託支援事業所活動報告
協議 イベント・講演会の内容募集

第6回　 R6.9.24
〈議題〉 報告 定例会の報告

委託支援事業所活動報告
協議 イベント・講演会の内容募集

第7回　 R6.10.22
〈議題〉 報告 定例会の報告

委託支援事業所活動報告
協議 イベント・講演会の内容募集

第8回　 R6.11.26
〈議題〉 報告 定例会の報告

委託支援事業所活動報告
虐待通報について

協議 イベント・講演会の内容募集

第9回　 R6.12.24
〈議題〉 報告 定例会の報告

委託支援事業所活動報告
協議 全体会議、講演会について

第10回　 R7.1.28
〈議題〉 報告 定例会の報告

委託支援事業所活動報告
やまどり指定管理者候補者選定プロポーザルの結果について
事業所従事者に虐待事例について

協議 全体会議・講演会について

第11回　 R7.2.25
〈議題〉 報告 定例会の報告

委託支援事業所活動報告
協議 次年度のスケジュールについて
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第12回　 R7.3.25
〈議題〉 報告 定例会の報告

委託支援事業所活動報告
やまどり指定管理者の指定について
やまどり運営委員会の報告

協議 次年度のスケジュールについて

（４）今後の課題・取組

【精神保健部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
3 児童相談所

1
県（行政職員）

1 民生委員・児童委員
主任児童委員

10 地域住民の代表者

その他

計 16

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 R6.7.31
〈議題〉 協議 心のサポーター養成事業について

ピアサポーター研修会を実施して、その他
研修 グループワーク『今更聞けない、でも知りたい「にも包括」

第2回 R6.12.25
〈議題〉 協議 事例検討

情報交換

第3回 R7.3.17
〈議題〉 報告 吾妻地域自立支援協議会組織図

管内手帳所持者
精神部会今年度の取組、次年度の目標

研修 講演　「精神障害者への訪問看護について」
　　　　講師　訪問看護ステーションあやめ　管理者　加邉亮太　氏
講演　精神科病院から地域の支援者にお願いしたいこと」
　　　　講師　県密着アドバイザー　県立精神医療センター　須田直樹　氏

（４）今後の課題・取組

種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

1障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・精神障害者支援に関する協議

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

種別
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【療育部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
2 児童相談所

県（行政職員） 2
1

民生委員・児童委員
2 主任児童委員

6 地域住民の代表者

1 その他

計 14

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
・実施無し（休会中）

（４）今後の課題・取組

【知的障害者当事者部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
2 児童相談所

1
県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 9

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 R6.7.29
〈議題〉 協議 今年度の活動について

情報交換等

第2回 R7.1.27 来年度の活動について
〈議題〉 協議 情報交換等

（４）今後の課題・取組

保健所・保健センター

・療育相談体制についての協議

種別 種別

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

市町村（行政職員）

身体・知的障害者相談員

高齢者介護の関係機関 保育所

情報共有を行う。

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

6障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・知的障害者（手をつなぐ育成会）が集まり、活動状況や障害福祉の動きについて

種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター

発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体
医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業
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【吾妻東部地域部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
4 児童相談所
2 3

県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他 5

計 19

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 R7.1.23
〈議題〉 協議 今後の活動について

研修会について
情報交換等

第2回 R7.2.22
〈議題〉 研修 講演「障害のある方のお金の管理について」

※中之条町手をつなぐ育成会との共催

（４）今後の課題・取組

【就労部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
3 児童相談所
2 2

県（行政職員）
1

民生委員・児童委員
4 1 主任児童委員

地域住民の代表者

その他

計 13

（２）取組（テーマ）

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

相談支援事業者 障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・東吾妻地域（中之条町、東吾妻町、高山村）の障害福祉拡充について

医療機関 学識経験者

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

5障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

種別 種別 種別

高齢者介護の関係機関 保育所

・障害者の就労状況確認・報告
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（３）活動内容
第1回 R6.4.23
〈議題〉 協議 各関係機関より情報提供、情報交換

第2回 R6.7.23
〈議題〉 協議 各関係機関より情報提供、情報交換

第3回 R6.10.22
〈議題〉 協議 各関係機関より情報提供、情報交換

第4回 R7.2.25
〈議題〉 協議 各関係機関より情報提供、情報交換

（４）今後の課題・取組

【制度部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
7 児童相談所

9
県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 16

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
・実施無し

（４）今後の課題・取組

【地域生活支援拠点検討部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
7 児童相談所

9
県（行政職員） 1

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 17

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・障害福祉に関する要綱・規則の策定

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

高齢者介護の関係機関 保育所

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
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（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 R6.6.18
〈議題〉 協議 吾妻地域における地域生活支援拠点体制整備について

（４）今後の課題・取組

【事業所部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
10 児童相談所

県（行政職員）
3

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 13

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 R6.6.21
〈議題〉 協議 報酬改定について

顔の見える協議会（事例検討）について

第2回 R6.7.30
〈議題〉 協議 グループスーパービジョンの手法に基づく事例検討

情報交換

第3回 R6.8.2
〈議題〉 研修 障害者虐待防止に関する研修

『アンガーマネジメント　怒りのコントロール』
～現場で発生する怒りの感情とストレスに対するセルフ・コントロールスキルを学ぶ～

講師　藤井友和　氏

第4回 R6.8.27
〈議題〉 協議 グループスーパービジョンの手法に基づく事例検討

情報交換

第5回 R6.9.24
〈議題〉 協議 グループスーパービジョンの手法に基づく事例検討

情報交換

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

・地域生活支援拠点整備に向けた協議

・緊急時対応協力員の募集及び協力事業所の登録に向けイメージフローを協議し運用に向け

進める。
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第6回 R6.10.29
〈議題〉 協議 グループスーパービジョンの手法に基づく事例検討

情報交換

第7回 R6.12.24
〈議題〉 協議 グループスーパービジョンの手法に基づく事例検討

情報交換

※相談支援部会と一体的に実施

（４）今後の課題・取組

【相談支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
10 児童相談所

県（行政職員）
3

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 13

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 R6.6.21
〈議題〉 協議 報酬改定について

顔の見える協議会（事例検討）について

第2回 R6.7.30
〈議題〉 協議 グループスーパービジョンの手法に基づく事例検討

情報交換

第3回 R6.8.2
〈議題〉 研修 障害者虐待防止に関する研修

『アンガーマネジメント　怒りのコントロール』
～現場で発生する怒りの感情とストレスに対するセルフ・コントロールスキルを学ぶ～

講師　藤井友和　氏

第4回 R6.8.27
〈議題〉 協議 グループスーパービジョンの手法に基づく事例検討

情報交換

第5回 R6.9.24
〈議題〉 協議 グループスーパービジョンの手法に基づく事例検討

情報交換

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

種別 種別 種別

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

相談支援事業者
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第6回 R6.10.29
〈議題〉 協議 グループスーパービジョンの手法に基づく事例検討

情報交換

第7回 R6.12.24
〈議題〉 協議 グループスーパービジョンの手法に基づく事例検討

情報交換

※事業所部会と一体的に実施

（４）今後の課題・取組
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主　 宰 六ヵ町村

開 　催 随時

注２： 構成員

協議内容

開　 催 原則毎月１回
構成員

原則毎月１回

協議内容

随　時

報　　告

事務局（幹事町村、基幹相談支援ｾ
ﾝﾀｰ、委託相談支援事業所）

事務局会議

開　 催

吾妻地域自立支援協議会設置要綱
第４に規定する構成員のうち選任さ
れた構成員

定例会議

その他資料　　　

吾妻地域自立支援協議会組織図

注１： 定例会議は六ヵ町村で会
場を持ち回りで開催する

全体会議、個別支援会
議、特定課題会議は、構
成員の協議により開催場
所を決定する

提　　案
定例会議から提案、報告のあった事項
について協議する

吾妻地域自立支援協議会設置要綱第
５に規定する構成員関係機関の責任者
等に出席を求める

全体会議

協議内容

個別支援会議

定例会議で決められた特定課題について協議
する

◎協議の経過及び結果を定例会へ報告し課題の共有

主　 宰

随時～定期
吾妻地域自立支援協議会設置要綱第４に規定する
構成員のうち、定例会議で選任された構成員

開　 催
構成員

主　 宰 吾妻地域自立支援協議会設置要綱第５に規定する
構成員のうち、定例会議で選任された構成員

専門部会

構成員

　　　◎協議の経過及び結果の報告
　（地域課題の抽出）

六ヵ町村、基幹相談支援セン
ター主　 宰

吾妻地域自立支援協議会設置
要綱第４に規定する構成員

協議内容

吾妻地域自立支援協議会設置
要綱第３に規定する所管事項

必要に応じて専門機関の職員等に出席を求める

吾妻地域自立支援協議会設置要綱
第３に規定する所管事項

相
談
支
援
部
会

東
部
地
域
部
会

西
吾
妻
地
域
部
会

精
神
保
健
部
会

就
労
部
会

知
的
障
害
者
当
事
者
部
会

地
域
生
活
支
援
拠
点
部
会

療
育
部
会

制
度
部
会

事
業
所
部
会

事
例
検
討
会

　

（
顔
の
見
え
る
協
議
会

）

※
相
談
支
援
部
会
の
下
部
組
織

定
例
会
に
て
決
定

・特定課題会議の開催

・特定課題会議協議内容

・特定課題会議の構成員

主　 宰 吾妻地域自立支援協議会設置要綱
第５に規定する構成員のうち、個別
支援会議の開催を求めた構成員

開　 催

構成員

協議内容 必要に応じて専門機関の職員等に
出席を求める。個別の相談事例、困
難事例等への対応について協議す
る

左に同じ

吾妻地域自立支援協議会設置要綱
第４に規定する構成員のうち、個別
の事例に関係する構成員

地域部会

プロジェクト会議
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利根沼田自立支援協議会の概要

沼田市、片品村、川場村、昭和村、みなかみ町

川場村

平成１９年４月

直営

◇ ５市町村共同設置
 ・人口規模が小さく、単独設置では自立支援
   協議会の機能が活かせない。
 ・利根沼田地域は、文化圏、生活圏が一緒。

◇ 事務局
 ・５市町村で持ち回り（記録も持ち回り）
 ・任期－１年

 ・事務局長－障害福祉担当課長

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

1 58 11 30 11 7
↑出席者数

回数 委員数

地域生活支援拠点づくりWG 0 13
製品開発WG 0 13
就労支援WG 4 22
相談支援部会 0 15
ｻｰﾋﾞｽ管理責任者部会 5 15
児童発達支援部会 5 15
精神障害にも対応したシステムWG 3 26

定例会 運営会議

専門部会名

【構成団体】

【事務局】

【設置年月】

【運営方法】

【組織図】

全体会

・毎月開催（原則第２木曜日午前）
・主担当－沼田市 副担当－片品村

利根沼田障害者相談支援センター
（基幹相談支援センター）
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●定例会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

4 児童相談所
1 6
1 県（行政職員） 3
11
2 民生委員・児童委員
2 主任児童委員

地域住民の代表者

その他

計 30

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 4月18日(木）

協議事項 協議会び特定会議（WG)委員名簿の確認、要綱、組織体制、地域生活支援拠点に
ついて

第２回 5月16日(木）

協議事項 障害者年金の診断書について、意思決定支援について、障害者アート支援初級
セミナーについて、放デイの新規開設について、研修会の開催について

第３回 6月20日(木）

協議事項 障害福祉サービス利用者の朝・夕の日中一時支援について、障害福祉サービスの
利用手続きの確認、各WGからの確認（拠点、サビ管、児発）

第４回 7月18日(木）

協議事項 B型と一般就労の併用について、相談支援事業所への個別支援計画の提出確認方法
について、発達障害者地域支援マネジャー派遣事業研修会について、
群馬県自立支援協議会打合せ会議の報告について、各WGからの報告

第５回 8月15日(木）

協議事項 事業所における送迎時の対応について、個別支援計画の相談支援事業者への交付
方法（案）について、福祉避難所について、障害者優先調達推進法における管内の
事業所の調達一覧表について、群馬県発達障害者支援センター・沼田高等学校（通級）
の概要について、各WGからの報告（サビ管・就労支援）

第６回 9月19日(木）

協議事項 医療的ケア児等支援センターの事業概要について、障害福祉サービス利用者の
介護保険への移行について、利根中央病院精神科デイケア「ふれあいの輪」の
概要について、標準化システム移行に係る受給者証の変更について、研修会・
イベントのご案内、WGからの報告（拠点WG）

第７回 10月17日(木）

協議事項 意思決定支援研修会（講師：全国手をつなぐ育成会連合会　又村あおい氏）

第８回 11月21日(木）

協議事項 福祉避難所についての研修会（講師： 群馬県社会福祉協議会 災害福祉支援センター
所長 鈴木 伸明氏）、各種研修会のお知らせ、WGからの報告（就労支援）

第９回 12月19日(木）

協議事項 新高額障害福祉サービス費等給付費について、障害者の就業支援について、
事業所間の送迎利用について、各WGからの報告（児発・サビ管・にも包括）

第１０回 1月16日(木）

協議事項 年末年始や長期休暇の事業所の対応について、障害者福祉施設従事者による
障害者虐待の状況について、社会福祉連携推進法人について、全体会議について

・

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

・

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員
医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

- 123 -



第１１回 3月21日（金）

協議事項 熱い心と冷たい頭、療育手帳の更新について、星夜の森学舎・ぴっころでの対応に
ついて、新規開設事業所について、R7そもそも研修について、障害者による文化芸術
活動の推進について、定例会議の開始時間について、各WGからの報告

令和7年度そもそも研修会（計5回・講師はいずれも利根沼田障害者相談支援センター職員）
第1回（6月25日）：身体・知的・精神障害等の特徴　　第2回（8月26日）：障害者総合支援法・児童福祉法
第3回（10月29日）：障害者手帳・障害年金　　第4回（12月23日）：療育　　第5回（2月28日）：成年後見制度

地域生活支援マネジャー派遣事業　10月23日(木）　講師　中澤由梨　氏　（NPO法人リンケージ）

地域生活支援拠点特別研修会　12月11日(水)　講師　福岡寿氏（日本相談支援専門員協会 名誉顧問）

全体会議　知っておくべきこれからの障害福祉　2月18日（火） 講師 小澤　温氏（筑波大学院教授）

●運営会議の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

3 児童相談所
4

県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 7

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回

協議会委員・特定課題会議委員名簿の確認について
協議事項 定例会の協議事項について

第２回
協議事項 定例会の協議事項について

第３回
協議事項 定例会の協議事項について・発達障害者地域支援マネジャー派遣事業について

第４回
協議事項 定例会の協議事項について

第５回
協議事項 定例会の協議事項について

第６回
協議事項 定例会の協議事項について

第７回
協議事項 定例会の協議事項について

第８回
協議事項 定例会の協議事項について

第９回
協議事項 定例会の協議事項について

第１０回
協議事項 定例会の協議事項について

第１１回
協議事項 定例会の協議事項について

・

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

・

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員
医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

4月11日（木）

5月9日（木）

6月13日（木）

7月11日（木）

8月8日（木）

9月12日（木）

10月10日（木）

11月14日（木）

12月9日（月）

1月9日（木）

3月13日（木）
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●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【就労支援WG】
（１）委員構成

人数 人数 人数
1 児童相談所
2 5

県（行政職員） 2
4

民生委員・児童委員
4 3 主任児童委員

地域住民の代表者

その他 1

計 22

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【サービス管理責任者WG】
（１）委員構成

人数 人数 人数
児童相談所

県（行政職員）
15

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 15

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

　 ・スタッフの教育研修の取り組みについて

（４）今後の課題・取組

　 ・介護保険への移行について

・

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

特に定めていない

・引き続き検討する

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員
医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

・BCPの作成や運用について
・各事業所での虐待防止の取り組み状況等について

障害福祉サービス事業者

民間企業

・就労の様子や現場の状況をその都度、確認している。
・本人は楽しく働いていても周りが疲弊していないか？

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員
医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

　･障害者雇用納付金制度についてや障害者就労支援事業などについては毎年確認しています。

保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・特別支援学校在学生や卒業生の状況を把握し、今後の進路や現在の就労状況を確認

・障害者雇用についての取り組みについて
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●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【児童発達支援WG】
（１）委員構成

人数 人数 人数
児童相談所

県（行政職員）
15

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 15

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

（４）今後の課題・取組

●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【にもシステムWG】
（１）委員構成

人数 人数 人数
2 児童相談所
1 9

県（行政職員） 3
4
2 民生委員・児童委員

主任児童委員
地域住民の代表者

その他（社会福祉協議会） 4

計 26

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

（４）今後の課題・取組

発達障害者支援センター

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

1障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）

保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・精神障害者が地域で住みやすい環境を整えるためにはどうしたら良いか、支援体制を構築する。

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員
医療機関 学識経験者

・にも包括の概要についての説明
・①受診しやすい環境の確保②通院手段の確保③高齢家族との同居・親亡き後への支援
３グループに分かれて課題を洗い出し、取り組みについて検討した。

・引き続き検討する。

民間企業

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員
医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・児童発達支援事業の新規申込について

・放課後等デイサービスの事業所運営上の問題点について

・

・令和６年度の放課後等デイサービスの申込について（調整と運用）
・

・今後も引き続き検討し、より良い形を模索する。
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桐生市地域自立支援協議会の概要

桐生市

桐生市

平成18年4月

直営

下図のとおり

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

2 27 8 29 12 7

回数 委員数

相談支援ワーキンググループ 12 23
就労支援支援部会 8 42
こども部会 9 26
こども療育支援部会 2 11
手話部会 2 6
地域支援部会 8 17

【構成団体】

【事務局】

【設置年月】

【運営方法】

【組織図】

全体会 定例会 運営会議

専門部会名

個別支援会議

相談支援事業者

地域課題

事務局会議 （定例会前に随時開催）

障害者基幹型相談室

定例会（毎月開催）

委員構成：各関係機関の実務者

福祉課

全体会（年２回程度）
協議会委員

委員構成：医療機関、労働関係
機関、教育関係機関、障害者団
体、障害福祉サービス事業所、
相談支援事業所、行政の代表

桐生市地域自立支援協議会のイメージ
（設置根拠：障害者総合支援法第89条の3）

専門部会
必要に応じて設置

・相談支援ワーキンググループ

・地域支援部会

・就労支援部会（みどり市と合同）

・こども部会

・手話部会

・こども療育支援部会
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●全体会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

児童相談所
4

県（行政職員）
9
1 民生委員・児童委員
3 1 主任児童委員

1 地域住民の代表者

その他（基幹型職員） 4

計 27

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 R6.4.26

・令和6年度桐生市地域自立支援協議会事業計画について
・第2期桐生市自殺対策計画について

第2回 R7.3.17（書面開催）
・令和6年度障害者基幹型相談室の実績報告について
・令和6年度桐生市地域自立支援協議会活動報告について
・令和7年度桐生市地域自立支援協議会事業計画について
・こども部会から提出された地域課題について

●定例会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

8 児童相談所
1 4

県（行政職員）
3

民生委員・児童委員
5 3 主任児童委員

1 地域住民の代表者

その他（基幹型職員） 4

計 29

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第１回 R6.5.8

第２回 R6.6.11
第３回 R6.7.1
第４回 R6.9.10
第５回 R6.10.8
第６回 R6.11.12
第７回 R7.2.4

第８回 R7.3.11

・地域課題の検討、情報の共有、全体会への提案事項の取りまとめをする。

種別 種別 種別
相談支援事業者

・定例会等で出された提案等を協議し、全体会で意思確認をし、取り組み成果として提案をする。

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

4障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

基幹型相談室令和5年度の実績報告、各専門部会の内容報告、
令和6年度事業計画説明
地域課題について協議・報告、各専門部会の内容報告、情報共有
地域課題について協議・報告、各専門部会の内容報告、情報共有
地域課題について協議・報告、各専門部会の内容報告、情報共有
地域課題について協議・報告、各専門部会の内容報告、情報共有
地域課題について協議・報告、各専門部会の内容報告、情報共有
地域課題について協議・報告、各専門部会の内容報告、情報共有

日中サービス支援型共同生活援助に対する評価・報告について、地域課題
について協議・報告、各専門部会の内容報告、情報共有

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所
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●運営会議の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

児童相談所
3

県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他（基幹型職員） 4

計 7

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
事務局会議

・相談報告、専門部会報告等で出された地域課題を整理し、定例会の協議事項を調整

●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【相談支援ワーキンググループ】
（１）委員構成

人数 人数 人数
13 児童相談所

4
県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他（基幹型職員） 6

計 23

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第１回 R6.4.19

第2回 R6.5.17

第3回 R6.6.21
第4回 R6.7.19

第5回 R6.8.29

第6回 R6.9.20

第7回 R6.10.18

第8回 R6.11.15

第9回 R6.12.20

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・スキルアップの研修、グループスーパービジョン（GSV）の実施、社会資源マップの更新

・サービス等利用計画について

・自己紹介、各相談支援事業所の体制について
・令和6年度の取り組みについて

・みどり市の相談支援専門員と合同でGSV研修
・情報交換
・情報交換会（日頃の業務で生じる困りごと）
・ミニ講座（精神障害の方の対応について）
・みどり市の相談支援専門員と合同でGSV研修
・情報交換

・情報交換会

・ミニ講座（療育手帳について）
・みどり市の相談支援専門員と合同でGSV研修
・情報交換

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター
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第10回 R7.1.17

第11回 R7.2.21

第12回 R7.3.21

（４）今後の課題・取組

・みどり市の相談支援専門員と共同で研修の開催

・社会資源マップの更新作業

【就労支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
12 児童相談所
3 4

県（行政職員） 2
17

民生委員・児童委員
2 1 主任児童委員

地域住民の代表者

その他（基幹型職員） 1

計 42

（２）取組（テーマ）

・就労支援事業所、就労継続支援事業所の見学を兼ねた部会の開催

（３）活動内容

第1回 R6.4.26

第2回 R6.5.22

第3回 R6.6.26

第4回 R6.8.28

第5回 R6.9.25

第6回 R6.10.11

第7回 R7.1.22

第8回 R7.2.26

（４）今後の課題・取組

 ・障害者及び保護者等向け障害者雇用促進のための企業見学会の実施

高齢者介護の関係機関

医療機関

・相談支援専門員不足解消について

・スキルアップのための研修

・就労継続支援事業所のスキルアップ支援

 ・就労支援事業所の見学を行い、就労支援についての理解を深める

公共職業安定所（ハローワーク）

・来年度の取り組みについて

・みどり市の相談支援専門員と合同でGSV研修
・情報交換

民間企業

・チーム作り、連携の取り方について

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体

・みどり市と合同開催

・当事者ニーズや企業に関する情報共有

身体・知的障害者相談員

保健所・保健センター

学識経験者
教育関係機関

 ・障害者雇用をしている事業所から就労の状況について報告を受け、新たな事業所の開拓につなげる

 ・就労支援事業所同士の交流を深め、支援の質の向上（スキルアップ）・連携を図れるようにする

保育所

・今年度の協議内容について
・情報交換（令和5年度障害者委託訓練事業について）

・報酬改定について

・就労継続支援A型の動画視聴（支援のあり方について）

・就労についての情報交換会

・群馬県発達障害者支援センターによる講義「大人の発達障がい」

・群馬県立あさひ特別支援学校　見学

・今年度の振り返りと来年度の取り組みについて

・来年度の研修テーマについて
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【子ども部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
2 児童入所施設 2

3
県（行政職員）

14
1 民生委員・児童委員
3 主任児童委員

地域住民の代表者

その他（基幹型職員） 1

計 26

（２）取組（テーマ）

・子どもの支援に活用できる勉強会

・障害児に関する地域課題の抽出及び意見交換

（３）活動内容

第１回 R6.5.17

第２回 R6.6.14

第３回 R6.8.7

第４回 R6.9.13

第５回 R6.10.11

第６回 R6.11.15

第７回 R7.1.17

第８回 R7.2.14

（４）今後の課題・取組

・子どもの支援に活用できる勉強会や事例検討

・児の意思決定支援、教育・医療・福祉の連携について

・短期入所の受け入れや医療的ケア児の支援などの地域課題の抽出及び意見交換

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・困難事例等のケース検討

・医療的ケア児等に関する情報交換会（年1回）

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

・情報交換等
・医療的ケア児支援について
・医療的ケア児の支援に関するガイドラインについて

・群馬県出前なんでも講座「児童虐待の対応について」

・事例検討会

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

・発達障害者地域支援マネジャー派遣事業研修
「発達障がいとトラウマの視点　インクルージョンの推進について」

・メンバー紹介、今年度の取り組みについて
・医療的ケア児の情報交換、地域課題について

・発達障害者地域支援マネジャー派遣事業研修、虐待研修、事例検討会に
ついて、地域課題について

・発達障害者地域支援マネジャー派遣事業研修
「発達障害の困った行動への支援について」

・来年度の取り組みについて
・情報交換等
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【子ども療育支援部会】

（１）委員構成

人数 人数 人数

障害者施設関係 1

5

県（行政職員）

2 民生委員・児童委員
3 主任児童委員

地域住民の代表者

その他

計 11

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第１回 R6.8.1

第２回 R6.12.13

（４）今後の課題・取組

・発達障害児等の状況の把握や問題点の確認

・支援方針と役割分担の決定及びその認識の共有

・支援の経過報告及びその評価

【手話部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
児童入所施設

1
県（行政職員）

1
民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他（手話通訳者等） 3

計 6

（２）取組（テーマ）

種別 種別 種別

相談支援事業者
障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）

発達障害者支援センター

高齢者介護の関係機関 保育関係機関

・発達に支援が必要な児童及び家族に対して、地域の社会資源等を活用した対応方針や支援内
容を協議し、早期及び継続的に適正な療育に結び付ける。

・桐生市発達相談支援体制一覧表について
・発達に課題のある来年度就学時健康診断対象児童の支援について（事例
検討6ケース・情報共有）

・発達に課題のある学齢期の児童の支援について（事例検討10ケース・情報
共有）

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

・相談体制の整備

・発達に課題のある就学時健康診断対象児童の把握

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

1障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者

・「手話施策推進方針」に基づく令和6年度実施計画の各事業について検討
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（３）活動内容

（４）今後の課題・取組

【地域支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
6 児童入所施設

1
県（行政職員）

7
民生委員・児童委員

2 主任児童委員
地域住民の代表者

その他（基幹型職員） 1

計 17

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回 R6.4.30

第2回 R6.6.25

第3回 R6.8.27

サービス管
理責任者等

連絡会
R6.9.16

第4回 R6.10.29

第5回 R6.12.24

サービス管
理責任者等

連絡会
R7.2.24

第6回 R7.3.17

（４）今後の課題・取組

・年2回のサービス管理責任者等連絡会の開催
・地域生活支援拠点について検討する

高齢者介護の関係機関 保育所

・地域生活支援拠点の検討と、年2回のサービス管理責任者等連絡会の開催

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

　 ・地域に応じた取り組みについての勉強会

・地域の防災について

・地域の防災について（各自治体の取り組み状況）

・コミュニケーション支援ボードについて

・コミュニケーション支援ボード作成について

・コミュニケーション支援ボード作成について
・サービス管理責任者等連絡会について

・コミュニケーション支援ボード作成について
・来年度の取り組みについて

・サービス管理責任者等連絡会
桐生市みどり市内にある入所施設、グループホーム、相談支援事業所を対
象。
グループワークを行ない、緊急時の受け入れについて話し合う。

・サービス管理責任者等連絡会
桐生市みどり市内にある入所施設、グループホーム、相談支援事業所を対
象。
グループワークを行ない、緊急時の受け入れについて話し合う。

第１回 R6.9.17
・手話体験教室について（市内17校中4校実施済み。8校実施予定）
・手話講習会について

・「手話施策推進方針」に基づく事業について、継続的に検討していく

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

第２回 R7.3.11
・手話体験教室について（市内17校中15校実施済み。2校は開催希望なし）
・手話講習会について
・桐生市手話施策推進方針に基づく令和７年度実施計画について
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みどり市障がい者地域支援協議会の概要

みどり市

みどり市

平成19年4月

直営・委託

下図のとおり

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

2 13 - - 12 12

回数 委員数

・こども支援部会(ワーキンググループを含む) 6 9
・就労支援部会（桐生市と合同で開催） 8 52
・地域づくり部会 10 14

【構成団体】

【事務局】

【設置年月】

【運営方法】

【組織図】

全体会 定例会 運営会議

専門部会名

全体会
・令和3年6月に組織改編を行い、全体会を設置
・定例会は廃止とした。
・年2～4回で開催（計画策定年等は回数を増やす）
・構成員（13名）：医師会、相談支援事業所、障がい者団
体、特別支援学校、障害福祉事業所、民生委員児童委員、
社会福祉協議会、学識経験者、基幹相談支援センター等
・オブザーバーとして県心身障害者福祉センター職員
・事務局（市職員）

こども支援部会

・おおむね年12回開催

・構成員（約10名）：相談
支援事業所、特別支援学
校、障害福祉事業所、市
関係職員ほか

就労支援部会
・おおむね年10回開催
・構成員（約50名）：相談支援
事業所、特別支援学校、障
害福祉事業所（主に就労系）、
ハローワーク、障害者就労･
生活支援センター、市関係
職員ほか

・桐生市と合同開催。

地域づくり部会
・おおむね年 6 回開催

・構成員（約8名）：相談支

援事業所、障害福祉事

業所、市関係職員ほか

事務局会議（運営会議）
・年12回開催。
・月の上旬に開催し、全体会の

開催やテーマなどについて協

議する。
・構成員（約10名）：相談支援事
業所、市関係職員
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●全体会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

1 児童相談所
1

県（行政職員）
2
1 1 民生委員・児童委員 2
1 主任児童委員

地域住民の代表者
その他 1

※構成員の任期は3年であるが、異動や退職等により構成変更あり 計 13

※上記委員の他に、アドバイザーとして県心身障害者福祉センターより1名、
　事務局として、障がい者基幹相談支援センター職員1名、市職員3名

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
全体会
第1回 R6.11.21

＜議題＞ 報告 ・みどり市障がい者地域支援協議会について
・相談支援事業、基幹相談支援センター、専門部会等活動報告
・地域生活支援拠点等の整備について、地域連携推進会議について
・第７期みどり市障害福祉計画・第３期みどり市障害児福祉計画の進捗状況
・みどり市障がい者計画2022の進捗状況

協議 ・日常生活用具給付事業の品目の追加
・移動支援事業の利用対象者要件の見直し

第2回 R7.3.13
＜議題＞ 報告 相談支援事業、部会、基幹相談支援センター等の活動報告について

地域生活支援拠点等の整備 及び 地域連携推進会議について
第７期みどり市障害福祉計画・第４期みどり市障害児福祉計画の進捗状況

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

3障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

・地域生活支援拠点等の整備

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・みどり市障がい者計画

・みどり市障害福祉計画・みどり市障害児福祉計画
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●運営会議の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
10 児童相談所

2

県（行政職員）

民生委員・児童委員

主任児童委員

地域住民の代表者

その他 2

計 14

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

・原則毎月第2月曜日に開催。

第１回 R6.4.8
＜議題＞ 報告 ・職員の異動について

・各相談支援事業所からの報告
・基幹相談支援センター報告

協議 ・相談支援体制の強化について
・地域生活支援拠点の整備について

第２回 R6.5.13
＜議題＞ 報告 ・各相談支援事業所からの報告

・基幹相談支援センター報告
協議 ・相談支援体制の強化について

・地域生活支援拠点の整備について

第３回 R6.6.10
＜議題＞ 報告 ・各相談支援事業所からの報告

・基幹相談支援センター報告
協議 ・相談支援体制の強化について

・地域生活支援拠点の整備について

第４回 R6.7.8
＜議題＞ 報告 ・各相談支援事業所からの報告

・基幹相談支援センター報告
協議 ・相談支援体制の強化について

・地域生活支援拠点の整備について

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

   ・地域生活支援拠点等の整備について
・個別相談ケースの報告から、対応を検討するとともに、地域課題の共有や整理を行い、必要
・全体会の開催や協議内容、ワーキンググループや勉強会のテーマを協議

　 ・委託相談支援事業所及び市内指定一般相談支援事業所、基幹相談支援センター、障害福祉
係職員で報告や協議を行う。
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第５回 R6.8.19
＜議題＞ 報告 ・各相談支援事業所からの報告

・基幹相談支援センター報告
協議 ・相談支援体制の強化について

・地域生活支援拠点の整備について

第６回 R6.9.9
＜議題＞ 報告 ・各相談支援事業所からの報告

・基幹相談支援センター報告
協議 ・相談支援体制の強化について

・地域生活支援拠点の整備について

第７回 R6.10.15
＜議題＞ 報告 ・各相談支援事業所からの報告

・基幹相談支援センター報告
協議 ・相談支援体制の強化について

・地域生活支援拠点について

第８回 R6.11.11
＜議題＞ 報告 ・各相談支援事業所からの報告

・基幹相談支援センター報告
協議 ・相談支援体制の強化について

・地域生活支援拠点の整備について

第９回 R6.12.9
＜議題＞ 報告 ・各相談支援事業所からの報告

協議 ・相談支援体制について
・介護保険への移行について

第10回 R7.1.6
＜議題＞ 報告 ・各相談支援事業所からの報告

・基幹相談支援センター報告
協議 ・相談支援体制について

第11回 R7.2.10
＜議題＞ 報告 ・各相談支援事業所からの報告

・基幹相談支援センター報告
協議 ・相談支援体制について

第12回 R6.3.10
＜議題＞ 報告 ・各相談支援事業所からの報告

・基幹相談支援センター報告
協議 ・相談支援体制の強化について
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●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【こども支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
2 児童相談所

3
県（行政職員）

3
1 民生委員・児童委員
2 主任児童委員

地域住民の代表者
その他

計 11

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
・奇数月開催

 の情報交換会を開催
・みどり市地域資源シートの作成

第１回 R6.5.28 12 名参加
＜議題＞ 報告 ・自己紹介、部会の意義、年間計画等について

協議 ・地域資源シートについて
・マネージャー派遣事業について
・中核機能強化加算について

第２回 R6.7.24 12 名参加
＜議題＞ 報告 ・ワーキンググループ（事業所・情報連携）の報告

協議 ・みどり市地域資源の整理について
・医療的ケア児について
・児童福祉サービス支給決定について

第３回 R6.9.25 13 名参加 （新たに2事業所が参加）
＜議題＞ 報告 ・新たに部会メンバーになった方の自己紹介

・発達障害者地域支援マネジャー派遣事業の実施報告
協議 ・みどり市地域資源の整理について

・就学児の情報共有について

第４回 R6.11.27 14 名参加
報告 ・ワーキンググループ（事業所・情報連携）の報告

・発達障害者地域支援マネジャー派遣事業の研修会について
・医療的ケア児協議の場について

協議 ・みどり市地域資源の整理について

第５回 R7.1.22 12 名参加 （2事業所から各2名の参加あり）
＜議題＞ 報告 ・市内に新規通所事業所について

・ワーキンググループ（事業所・情報連携）の報告
・発達障害者地域支援マネジャー派遣事業の実施報告

協議 ・みどり市地域資源の整理について

第６回 R7.3.24 13 名参加 （1事業所から2名の参加あり）
＜議題＞ 報告 ・「医療的ケア児協議の場」の開催報告

・ワーキンググループ（事業所・情報連携）の報告
協議 ・みどり市地域資源の整理について

・部会の振り返り・来年度の目標

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

※上記委員の他に、事務局として、障がい者基幹相談支援センター職員2名、市職員1～2名

・情報共有などから課題を見つけ、その解決に向け協議を行う
・みどり市地域資源の整理

・事業所ワーキング、情報連携ワーキング、医療的ケア児協議の場（ワーキンググループ）、児童発達支援事業所、放課後等デイサービス
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（４）今後の課題・取組

【就労支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
15 児童相談所
1 6

県（行政職員） 3
23

民生委員・児童委員
2 1 主任児童委員

地域住民の代表者
その他 1

計 52

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

 　・原則毎月開催。
・雇用促進見学会やハローワークとの共催により障害者雇用面接会の実施。
・就労アセスメントや暫定支給決定など、複雑な制度に関して共通認識を図る。
・障害者の就労問題について広く、協議している。

第１回 R6.4.24 30 名参加
＜議題＞ 内容 自己紹介

令和6年度障害者委託訓練事業について
今年度の協議内容について

第２回 R6.5.22 24 名参加
＜議題＞ 内容

特開金（特定求職者雇用開発助成金）について

第３回 R6.6.26 24 名参加
＜議題＞ 内容 事業所内の動画視聴と利用者（当事者）の声を聞く

第４回 R6.8.28 23 名参加
＜議題＞ 内容 具体的事例を元に意見交換会

その他出席者から職業訓練と内職の案内

第５回 R6.9.25 31 名参加
＜議題＞ 内容 講義「大人の発達障害」

　講師：群馬県発達障害者地域支援マネジャー　神尾美樹氏
その他出席者からの職業案内等

第６回 R6.10.11 14 名参加
＜議題＞ 内容 群馬県立あさひ特別支援学校見学

ボッチャ体験

第７回 R7.1.22 20 名参加
＜議題＞ 内容 今年度の振り返りと来年度の協議事項について

その他出席者からの職業案内等

第８回 R7.2.26 14 名参加
＜議題＞ 内容 来年度の研修テーマについて

その他出席者からの情報周知等

・地域資源シートの完成

・地域における児童発達支援センター等を中核とした障害児支援体制整備

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・就労の促進及び継続を支援するためのネットワークづくり

報酬改定について
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（４）今後の課題・取組

【地域づくり部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
5 児童相談所

1

県（行政職員）

7

民生委員・児童委員

主任児童委員
地域住民の代表者

その他
計 14

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

 　・原則毎月開催（平成28年9月から開催）。

・障害者スポーツ、料理交流会、発達障害サポーター、資源マップなどに関して、それぞれの

　実現に向け具体的な検討をすすめている。

第1回 R6.4.11 12 名参加
＜議題＞協議 これまでの活動について

福祉マルシェへの参加について

第2回 R6.5.9 8 名参加
＜議題＞協議 福祉マルシェについて

街中作品展について

第3回 R6.6.13 7 名参加
＜議題＞協議 福祉マルシェについて

街中作品展について

・事例検討の実施（困りごとの共有・困難ケースだけでなく、好事例を共有）
・就労選択支援について勉強会
・事業所の作業内容や空き状況などリアルタイムで情報共有する

種別 種別 種別
相談支援事業者

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

1障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）

発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・障がい者と市民の交流をとおして、「障がい」に対する啓発を図る。
・障害者スポーツ、料理交流会、発達障害サポーター、資源マップなど、幅広く取り組んでいる。
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第4回 R6.7.11 8 名参加
＜議題＞協議 福祉マルシェの振り返り

大間々高校との話し合いについて
街中作品展について

第5回 R6.8.8 5 名参加
＜議題＞協議 街中作品展について

第6回 R6.9.12 7 名参加
＜議題＞協議 プレ作品展について

街中交流作品展について

第7回 R6.10.10 7 名参加
＜議題＞協議 街中交流作品展について

第8回 R6.11.14 6 名参加
＜議題＞協議 街中交流作品展について（経過報告）

第9回 R6.12.12 4 名参加
＜議題＞協議 街中交流作品展についての振り返り

気づいた点や反省点の共有

第10回 R7.3.13 8 名参加

＜議題＞協議 令和7年度福祉マルシェについて

気づいた点や反省点の共有

（４）今後の課題・取組
・地域での障がい者の作品、物品販売の周知活動
・障がい者スポーツ（ボッチャ）の周知活動
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太田市障がい者支援協議会の概要

太田市

太田市

平成１９年３月

その他

別紙のとおり

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

2 34 3 20 - -

回数 委員数

生活支援部会 3 31
こども部会 2 15
就労支援部会 4 25
相談支援部会 3 34

●全体会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

児童相談所 1

1
県（行政職員） 1

17
民生委員・児童委員 1

2 1 主任児童委員
1 1 地域住民の代表者

その他

計 34

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 R6.5.22

〈議題〉 報告 ・令和５年度障がい者相談支援センターの事業実績について
協議 ・令和６年度障がい者支援協議会の運営計画について

・令和６年度障がい者相談支援センターの活動方針について
その他 ・日中サービス支援型グループホームの協議会への報告と評価について

第２回 R7.3.19
〈議題〉 報告 ・令和６年度障がい者相談支援センターの事業実績について

協議 ・令和７年度障がい者支援協議会の運営計画について

【構成団体】

【事務局】

【設置年月】

【運営方法】

【組織図】

全体会 定例会 運営会議

専門部会名

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・支援協議会の運営計画について

・日中サービス支援型グループホームの評価について

・

障害当事者団体・障害当
事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

8
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●定例会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
1 児童相談所 1

県（行政職員） 2
13

民生委員・児童委員
1 主任児童委員
1 1 地域住民の代表者

その他

計 20

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 R6.6.25

〈議題〉 報告 ・令和５年度障がい者相談支援センターの事業実績について
協議 ・令和６年度障がい者支援協議会の運営計画について

・令和６年度障がい者相談支援センターの活動方針について
・令和６年度支援協議会専門部会の活動方針について

第２回 R6.10.16
〈議題〉 協議 ・各専門部会活動報告について

・令和６年度障がい者相談支援センター活動報告等について

第３回 R7.2.20
〈議題〉 協議 ・各専門部会活動報告について

・令和６年度障がい者相談支援センター活動報告等について

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・支援協議会の運営計画について

・各専門部会の活動報告について

・

障害当事者団体・障害当
事者及びその家族
（障害者相談員を除く）
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●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【生活支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
児童相談所

県（行政職員）
30

民生委員・児童委員
1 主任児童委員

地域住民の代表者
その他

計 31

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 R6.7.18 ・地域生活支援拠点事業について

・緊急対応事例検証について
・報酬改定に伴う意見交換について

第２回 R6.11.13 ・報酬改定に伴う情報交換について
・意思決定支援について
・地域連携推進会議について
・太田高等特別支援学校生徒進路状況について

第３回 R7.2.26 ・意思決定支援研修の振り返りについて
・来年度に向けて取り組みたいテーマについて
・地域連携推進会議について
・地域生活支援拠点事業について

研修会 R7.1.17 ・意思決定支援について

（４）今後の課題・取組

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・地域生活支援拠点事業について

・事業所における支援の質の向上

・

・地域生活支援拠点事業について

・意思決定支援について

・地域連携推進会議について

障害当事者団体・障害当
事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

- 144 -



【こども部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
1 児童相談所 1

3
県（行政職員） 1

1
民生委員・児童委員

5 主任児童委員
1 地域住民の代表者

2 その他

計 15

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 R6.6.28 ・各機関の自己紹介と質疑応答

・障がい福祉サービス申請の流れとセルフプランについて

第２回 R6.10.10 ・中核機関の関係会議
・事業所アンケートについて

第３回 R7.2.13 ・中核機関の関係会議
・アンケート結果について
・障がい児支援体制の課題について

（４）今後の課題・取組

【就労支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
児童相談所

1
県（行政職員）

24
民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者
その他

計 25

（２）取組（テーマ）

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・関係機関の役割・相互理解

・教育・福祉の交流

・セルフプランについて

・中核機能強化加算事業所について

・教育・福祉の連携強化

・

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・就労支援施設ガイドブックの更新

・就労支援施設の横のつながり

・就労支援施設合同説明会の開催

障害当事者団体・障害当
事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害当事者団体・障害当
事者及びその家族
（障害者相談員を除く）
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（３）活動内容
第１回 R6.5.8 ・令和６年度の活動について

・就労支援施設合同説明会について

第２回 R6.9.9 ・雇用保険制度について
・就労支援施設合同説明会について
・就労支援施設ガイドブックについて

第３回 R6.11.6 ・太田市障がい者永年勤続表彰について
・次回就労支援施設合同説明会について
・情報共有

第４回 R7.1.29 ・就労支援施設合同説明会について
・就労支援施設ガイドブックについて
・空き状況共有シートについて
・来年度の部会の方針・体制について

説明会 R6.6.20 ・就労支援施設合同説明会（１回目）
R6.12.13 ・就労支援施設合同説明会（２回目）

（４）今後の課題・取組

【相談支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
34 児童相談所

県（行政職員）

民生委員・児童委員

主任児童委員

地域住民の代表者

その他

計 34

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第１回 R6.6.14 ・令和６年度相談支援部会活動方針について

・報酬改定に伴う勉強会

・障がい福祉課からの情報（加算について）

第２回 R6.9.25 ・相談支援事業所の協働による運営について

・相談支援専門員制度の内容説明について

・障がい福祉課からの情報（主任相談支援専門員の選定について、

・事業所の地域へのPR活動の場の増加

・一般就労への動機づけ

高齢者介護の関係機関 保育所

・相談支援専門員の質の向上

・

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）

発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

・相談支援事業所、福祉サービス事業所、各関係機関、他業種との連携強化

・他部会への参画

障害当事者団体・障害当
事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

医療機関 学識経験者

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
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　在宅就労について）

・主任相談支援専門員による勉強会について

第３回 R7.2.4 ・今年度の振り返りについて

・来年度の活動方針について

・障がい福祉課からの情報

勉強会 R7.1.24 ・グループスーパービジョンによる事例検討

R7.2.28 ・サービス利用計画の評価

（４）今後の課題・取組

・相談支援専門員の質の向上

・相談支援事業所、福祉サービス事業所、各関係機関、他業種との連携強化

・協働体制について

・
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太田市障がい者支援協議会の組織と役割 
 

◇組織図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇各組織の役割 

 全体会 各機関の代表レベルで構成し、地域課題について協議や確認を行います。 

  ・定例会からの案件に対し協議し、市への提言や再度検討課題として定例会に案件を戻すことを行う。 

  ・社会資源（施設やヘルパーなど利用者のメリットとなるもの）を把握し、必要なものの改善・開発を行う。 

  ・関係機関におけるネットワークの強化を図り、公平な福祉の利用に繋がるような社会づくりを行う。 

  ・協議会全体の運営や方向性について協議・検討をする。 

 定例会  各機関のサービス管理責任者のような実務者で構成し、具体的な議論を行います。 

全  体  会 

定 例 会 

臨時ﾜｰｷﾝｸﾞ会議 

課題別専門部会 

事務局会議 個別支援会議 
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  ・各会の問題解決に取り組み、より専門的な検討が必要であれば課題別専門部会へ協議検討を依頼する。 

  ・群馬県障害者自立支援協議会での協議・報告事項の報告を行う。 

  ・各施設による認識の違いを統一させ、より公平性のある社会を目指す。 

  ・全体会への報告等案件を整理する。 

課題別専門部会 各専門部会は専門性に長けている関係者で構成され、課題に対して調査研修を行ったり、 

  困難事例の専門的な対応について協議を行ったりします。その結果は定例会に報告します。 

 ・専門部会は「こども部会」「生活支援部会」「就労支援部会」「相談支援部会」の4つです。 

個別支援会議  本人を中心に関係者が集まり支援を行う上での課題を確認します。 

 ・短期目標、中間目標を整理し、具体的な役割分担を行う。 

 ・特別なケースとしてどのように対応したか各支援者に周知が必要であれば定例会に報告する。 

事務局会議  障がい福祉課、相談支援センターで組織し、定例会への報告事項の整理をします。 

臨時ワーキング会議  課題別専門部会で現に行っている事項以外の早急な対応が必要とされた案件に対して検討・

協議を行います。 
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館林市外五町地域自立支援協議会の概要

館林市、邑楽町、板倉町、明和町、千代田町、大泉町

館林市

H25.4.1

直営

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

1 15 5 15 5 4

回数 委員数

日中活動支援部会 5 34
地域生活支援部会 5 22
児童発達支援部会 6 27
相談支援部会 5 12
精神支援部会 3 14

【構成団体】

【事務局】

【設置年月】

【運営方法】

【組織図】

全体会 定例会 運営会議

専門部会名

- 150 -



●全体会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

2 児童相談所
1 6
1 県（行政職員） 1
3
1 民生委員・児童委員

主任児童委員
地域住民の代表者
その他

計 15

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 R7.2.26

＜議題＞ 講演 ダウン症の特性を理解して発達の可能性を引き出し支援につなげる

報告 定例会議等活動報告
部会活動報告
今年度の成果
来年度の計画（課題）

●定例会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

2 児童相談所
1 6
1 県（行政職員） 1
3
1 民生委員・児童委員

主任児童委員
地域住民の代表者
その他

計 15

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 R6.4.26

＜議題＞ 報告 令和５年度活動経過等について
令和５年度相談状況報告について
各部会報告について
地域生活拠点事業の進捗状況について

協議 令和６年度定例会日程について
ダウン症巡回セミナーの実施について

第2回 R6.6.26
＜議題＞ 報告 各部会報告について

協議 地域生活支援拠点に係る意見交換について

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）
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第3回 R6.8.28
＜議題＞ 報告 各部会報告について

基幹相談支援センター設置概要（案）の報告について
協議 全体会における研修・講義内容の募集について

地域生活支援拠点について

第4回 R6.10.23
＜議題＞ 報告 各部会報告について

基幹相談支援センターについて
協議 全体会における研修・講義内容について

第5回 R6.12.25
＜議題＞ 報告 各部会報告について

全体会について
協議 「障害児の現状」と「部会での議論」について

地域生活支援拠点等事業について
基幹相談支援センターの設置に係る進め方について
令和６年度群馬県障害福祉従事者等研修受講者の推薦について

●運営会議の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

1 児童相談所
2

県（行政職員）
1

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者
その他

計 4

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 R6.4.10

＜議題＞ 協議 令和6年度定例会日程について
第1回定例会の議題について

第2回 R6.6.12
＜議題＞ 協議 第2回定例会の議題について

第3回 R6.8.14
＜議題＞ 協議 第3回定例会の議題について

第4回 R6.10.9
＜議題＞ 協議 第4回定例会の議題について

第5回 R6.12.12
＜議題＞ 協議 第5回定例会の議題について

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）
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●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【日中活動支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
1 児童相談所
1 2

県（行政職員）
28

民生委員・児童委員
2 主任児童委員

地域住民の代表者
その他

計 34

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 R6.5.28

＜議題＞ 協議 （１）今年度の日中活動支援部会の進め方について
（２）令和５年度合同作品展について（振り返り） 
（３）今年度の日中活動支援部会の活動について
（４）各事業所等・地域生活の課題等
（５）地域生活拠点事業について

第2回 R6.7.30
＜議題＞ 協議 （１）意見交換会のまとめについて

（２）各事業所等・地域生活の課題等
（３）事業所見学会・研修会について
（４）自立支援協議会定例会報告
（５）その他・情報交換等

第3回 R6.9.24

＜議題＞ 協議 （１）意見交換会のまとめについて

（２）各事業所等・地域生活の課題等

（３）事業所見学会・研修会について
（４）自立支援協議会定例会報告
（５）その他・情報交換等

第4回 R6.11.26
＜議題＞ 協議 （１）意見交換会のまとめについて

（２）各事業所等・地域生活の課題等
（３）事例検討会について
（４）合同作品展について
（５）自立支援協議会定例会報告
（６）その他・情報交換等

第5回 R7.1.27
＜議題＞ 協議 （１）意見交換会のまとめについて

（２）各事業所等・地域生活の課題等
（３）事業所見学会・研修会について
（４）自立支援協議会定例会報告
（５）その他・情報交換等

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・障害者の希望に沿った地域生活の方策や地域課題を検討し、解決を図る。

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

- 153 -



（４）今後の課題・取組

【地域生活支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
児童相談所

1
県（行政職員）

21
民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者
その他

計 22

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 R6.5.15

＜議題＞ 協議 （１）R6年度報酬改定に伴う加算について
（２）職員マンパワーについて　

第2回 R6.7.18
＜議題＞ 協議 （１）事業所報告（2事業所）

（２）支援拠点受入れ報告

第3回 R6.9.19
＜議題＞ 協議 （１）事業所報告（2事業所）

（２）BCP(事業継続計画)・各事業所の余暇活動について
（３）地域連携推進会議について

第4回 R6.11.21
＜議題＞ 協議 （１）事業所報告（2事業所）

（２）事業所管理者の体調管理・マンパワー（職員・利用者不足）について

第5回 R7.1.16
＜議題＞ 協議 （１）R6年度部会の活動振り返り

（２）身寄りのない利用者の身元保証について　

（４）今後の課題・取組

・部会参加事業所におけるつながりの強化

・部会参加事業所のサービスの質の向上

・部会参加事業所間連携の取組（事業所における共同作業体制の検討）

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・居住系サービス利用者が安心して生活を送ることが出来る支援体制の構築

・各事業所において運営面・支援面に関しての課題を抽出し、地域課題として捉え部会を通じて検討する。

・各部会に対する意識が向上してきたため、事業所見学や研修会を実施していき理解を深める。

・各部会間の連携を図っていき、困難課題に対して検討していく。

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）
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児童発達支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
3 児童相談所

1
県（行政職員）

23
民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者
その他

計 27

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 R6.5.14

＜議題＞ 協議 （１）活動報告 自立支援協議会報告
（２）児童発達支援ワーキング部会
（３）放課後等デイサービスWG報告
（４）全体部会としての課題

第２回 R6.7.9
＜議題＞ 協議 （１）自立支援協議会報告

（２）児童発達支援ワーキング部会
（３）放課後等デイサービスWG報告
（４）全体部会としての課題

第３回 R6.9.10
＜議題＞ 協議 （１）自立支援協議会報告

（２）児童発達支援ワーキング部会
（３）放課後等デイサービスWG報告
（４）全体部会としての課題

第４回 R6.11.12
＜議題＞ 協議 （１）自立支援協議会報告

（２）児童発達支援ワーキング部会
（３）放課後等デイサービスWG報告
（４）全体部会としての課題

第５回 R7.1.14
＜議題＞ 協議 （１）自立支援協議会報告

（２）児童発達支援ワーキング部会
（３）放課後等デイサービスWG報告
（４）全体部会としての課題

第６回 R7.3.11
＜議題＞ 協議 （１）自立支援協議会報告

（２）児童発達支援ワーキング部会
（３）放課後等デイサービスWG報告
（４）全体部会としての課題

（４）今後の課題・取組

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・「児童発達支援センターの設置」を部会としてどう考えるか。
・子育ての主役である保護者との連携

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

・館林市五町の障がいを持つお子さん、保護者の方たちがおかれている状況をもとに、児童発達
支援事業、放課後等デイサービス事業所の役割、出来ることを検討していく。
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【相談支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
10 児童相談所

2
県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者
その他

計 12

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 R6.5.24
第2回 R6.7.26
第3回 R6.9.27
第4回 R6.11.22
第5回 R7.1.24

＜議題＞ 協議 （１)相談支援専門員の質の向上について
　・事例について、グループスーパービジョンの手法により相談員の
　スキル向上を図った。
　・困難事例等に対応出来る様、圏域での相談支援体制の連携強化を
　図った。
（２）基幹相談支援センター設置について
（３）その他
　・令和6年度報酬改定及び加算について、情報共有を図った。
　・地域の相談支援体制強化（機能強化型等）に係る制度について、
情報共有を図った。

（４）今後の課題・取組

・地域生活支援拠点事業の充実を図り、関係機関が連動した地域づくりの開発に努める。
・基幹相談支援センター設置の法令努力義務化における相談支援体制の構築を図る。

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・相談支援専門員の悩みや困り感の掘り起こし。気軽に相談出来る関係性を構築する。
・個別困難ケースから地域課題の把握、相談支援体制の強化を進める。

セルフプランについての調査・研究

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

・「相談員の質の向上を図りながら、利用者のニーズに応えることが出来る様な支援の体制を図る
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【精神支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
4 児童相談所

県（行政職員） 7

3 民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者
その他

計 14

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 R6.10.9

＜議題＞ 協議 （１）研修「にも包括とは」（講師：こころの健康センター　佐藤所長）
（２）精神支援部会の名簿作成を依頼
（３）事例検討

第２回 R7.1.22
＜議題＞ 協議 （１）精神支援部会の名簿を資料とした意見交換

（２）事例検討

第３回 R7.1.28
＜議題＞ 協議 （１）館林邑楽圏域における「にも包括」の事例報告

（２）グループワーク

（４）今後の課題・取組

公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・「協議の場」が定着するように精神支援部会を定期的に開催する。。

種別 種別 種別
相談支援事業者
障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

・地域移行支援の利用を促進できるような精神支援にフォーカスした社会資源マップを作成する。

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

・各関係機関の業務の認識を深めつつ、顔の見える関係を作ることで、関係機関同士の連携
　強化及び適切な支援に結びつけられるような体制を目指す。

・長期入院者でも地域で生活できる可能性のある方について、地域移行支援の利用を検討し、
　支援方法について協議を行う。

医療機関 学識経験者
教育関係機関
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群馬県健康福祉部福祉局障害政策課支援調整係   

〒371-8570 群馬県前橋市大手町１－１－１ 

電 話 ０２７－２２６－２６３６ 

ＦＡＸ ０２７－２２４－４７７６ 
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